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研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは、その成果
の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な態度
ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める研究
活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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1　はじめに
近年の乳がん死亡率の増加に対処するため、乳がんの

早期発見が期待される乳房 X 線検査（マンモグラフィ）
が、2000 年から我が国の乳がん検診に導入された。導入
後、受診者数は増加の一途をたどっており、2009 年度に
は 250 万人を超え、マンモグラフィは急速に普及しつつあ
る。有効性の高い乳がんの診断には、高品質な診断画像
の取得と、優れた読影技術（診断画像から病巣を見逃さず
に読み取ること）が要求される。しかし一方で、最低限の
適切な X 線線量に抑えて撮影を行うことが、マンモグラフィ
における人体への安全性の配慮には欠かせない。このよう
なマンモグラフィの質の維持・向上を目的とした精度管理等

の活動が学会や産業界を中心に行われている。そのような
中、関連する学会や産業界から、マンモグラフィの X 線線
量の評価に対してより一層の信頼性向上が要望された。そ
の理由は、マンモグラフィ用の X 線と、線量計の校正に使
用されていたこれまでのX 線との間でエネルギースペクトル
（線質）に大きな違いがあり、両者の線質の間で線量計
の感度が変わることが心配されていたためである。そこで、
産総研ではこの問題に対応するため、マンモグラフィ用の
X 線の線質に基づいた X 線線量の国家標準の開発とその
供給を行うこととした。

計量標準は社会に広く活用されることによって初めて意
味をもつが、そのためには、社会的要請（ニーズ）に対し

田中 隆宏＊、黒澤 忠弘、齋藤 則生

乳がんの早期発見のため、乳房X線検査（マンモグラフィ）が2000年より乳がん検診に導入され、受診者数は増加の一途をたどってい
る。診断の高い信頼性と人体への十分な安全性を両立させるためには、X線照射を適切な線量に抑えた上で、高品質なX線診断画像
を得ることが必要となる。マンモグラフィでは、乳房撮影に特化した通常とは異なる特殊なエネルギースペクトル（線質）のX線が用いら
れる。しかし、その線質は、これまでの線量計の校正に用いられているX線とは大きく異なるため、線量計の校正の信頼性が十分であ
るか心配する声が、学会や産業界から挙げられた。そこで、産総研ではマンモグラフィ用のX線の線質に基づいた線量の国家標準を開
発し、それを産業界へ供給した。既存の研究設備や技術を最大限活用したり、現行の精度管理体制の中にこの標準を組み込むことに
より、この標準の迅速な開発を可能にした。また、国内・国外の両方を意識した研究開発のシナリオをあらかじめ策定したことが、国際
的な同等性の確認された標準の迅速かつ広範な供給へ結びついた。

マンモグラフィの安全を支える線量計測
−　マンモグラフィ用X線の線量標準の確立と標準供給体制の構築　−

Takahiro Tanaka*, Tadahiro kurosawa and Norio saiTo

Dose standard for safe and secure breast cancer examination
- Establishment of X-ray dose standards for mammography and construction of a calibration service system -

Breast X-ray screening (mammography) was introduced in 2000 to detect breast cancer at an early stage. Since then, the number of 
examinees has increased steadily. X-ray dose must be optimized enough to obtain high quality images for diagnosis reliability without 
compromising safety. Mammography uses low-energy X-rays with a special energy spectrum for breast screening. This X-ray energy 
spectrum is significantly different from the reference X-ray spectrum used to calibrate dosimeters. Industry and academia were concerned 
about the reliability of dose evaluation for quality control of mammography. So, NMIJ/AIST has established the X-ray dose standard based 
on the X-ray energy spectrum for mammography, and has supplied this standard to industry. We have succeeded in rapidly establishing 
this standard by making utmost use of existing research equipment and technology, and setting the standard to the existing accuracy 
control system. Moreover, we drew up a preliminary R&D scenario with consideration for both domestic and international situations 
regarding mammography dosimetry, which enabled rapid and extensive dissemination of the standard with an international consistency. 
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て迅速に（タイムリーに）対応することが大切である。放射
線の線量標準の開発の標準的な期間は3～5 年であるが、
この標準の開発では、既存の研究設備と技術を最大限活
用することにより、開発の着手から供給開始までを約 1 年
半という短期間で達成した。さらに、現行のマンモグラフィ
の精度管理体制の中にこの標準を組み込むことにより、迅
速かつ広範な標準供給体制の構築に努めた。この論文で
は、マンモグラフィの精度管理における X 線線量評価の信
頼性の向上を目標として産総研が策定したシナリオから研
究開発・成果までの一連の流れを述べる。

2　研究開発の背景
2.1　マンモグラフィの社会的な広がり

近年、女性の乳がんの年齢調整罹患率用語 1、年齢調整
死亡率用語 2 は共に増加の一途をたどっている [1]。乳がんは
早期に治療することにより予後の良いがんであるため、早
期発見が死亡率低下へとつながる。我が国よりも先に乳が
んの問題を抱えていた欧米諸国では、早期発見が期待さ
れるマンモグラフィを乳がん検診に導入し、近年では乳が
んの死亡率は低下しつつある [2]。

我が国の乳がん検診においても、これまでの視診・触診
に加えてマンモグラフィが2000 年より導入されるようになっ
た。2000 年のマンモグラフィの乳がん検診への導入の際の
厚生省（現、厚生労働省）からの通達 [3] では、受診の対
象年齢が 50 歳以上とされていた（第 4 次老人保健事業）。
2004 年にこの通達が改訂され [4]、対象年齢が 40 歳以上
に拡大された（第 5 次老人保健事業）。2007 年にはがん対
策基本法が施行され、2008 年 3 月から、がん検診は健康
増進法に基づく健康増進事業と位置付けられている。この
ような、受診の対象年齢の拡大もあり、2000 年の導入か
ら受診者数は増加の一途をたどっていて、2009 年度の受
診者数は 250 万人を超えるようになった [5]。
2.2　マンモグラフィ用X線の特徴

マンモグラフィを含めた X 線診断では、X 線源には X
線管球が使用される。X 線管球とは、フィラメントから放
出される熱電子を高電圧（数 kV ～数百 kV）で加速し、
金属板（ターゲット）に衝突させることによって X 線を発生
させる装置である（フィラメントとターゲット間に印加する高
電圧を管電圧という）。X 線管球から発生する X 線には、
ターゲット材と管電圧の組み合わせによっては、制動 X 線
に加えて特性 X 線が含まれることがある。この X 線管球
から発生する X 線を、純金属のフィルタ（付加フィルタとい
う）に通すことによりエネルギースペクトル（線質）を変化
させる。被写体に応じて最適な線質の X 線になるように、
管電圧、付加フィルタの材質、厚さを変えている。

胸部撮影等の一般 X 線撮影と比べるとマンモグラフィで
使用される X 線には、①低エネルギーであることと、②特
性 X 線を主体としたエネルギースペクトルを有すること、の
二つの特徴がある。

まず、X 線のエネルギーについては、一般 X 線撮影で
は管電圧が 80 kV 程度であるのに対して、マンモグラフィ
では 30 kV 程度である。Ｘ線のエネルギーが低いほど、
乳房組織と病巣の線減弱係数用語 3 の差が大きくなるため、
コントラストのある画像取得には低エネルギーＸ線が必要と
なる。しかし、Ｘ線のエネルギーが低くなりすぎると、皮
膚によるＸ線の吸収が大きくなってしまうため、線量と画質
を両立した管電圧が 30 kV 程度のエネルギーのＸ線がマン
モグラフィでは利用される。この 30 ～ 80 kV 程度の管電
圧の領域では、X 線のエネルギーが低くなるほど物質（線
量計の材料のみならず空気等も含む）による単位長さ当た
りの吸収量が大きくなり、高精度な線量計測を難しくする
一つの要因となっている。

もう一つのマンモグラフィ用 X 線の特徴として、エネル
ギースペクトルが挙げられる。一般 X 線撮影での X 線管
のターゲット材にはタングステンが使用されているのに対し
て、低エネルギー領域の X 線を利用するマンモグラフィで
は主にモリブデンが使用される。使用する管電圧が 30 kV
とモリブデンの K 殻のイオン化エネルギーに近いため、特
性 X 線が多く放射される。マンモグラフィでは、モリブデ
ンターゲットの X 線管球と、モリブデンの付加フィルタが
使用され（以下、ターゲット材／付加フィルタ材とし、Mo/
Mo のように元素記号で表記）、その結果、図 1 に示すよう
な特性 X 線を多く含むエネルギースペクトルとなる。Mo の
付加フィルタを用いることにより、特性Ｘ線のエネルギー近
傍のＸ線がカットされ、より単色性の強いエネルギースペク
トルとなる。特性Ｘ線よりも低いエネルギー成分は皮膚に

X
線
の
強
度

Ｘ線のエネルギー（keV）

一般撮影用
（W/AI）

マンモグラフィ用
（Mo/Mo）

6050403020100
0.0

0.5

1.0

図1　マンモグラフィ用（Mo/Mo）と一般撮影用（W/Al）のX線
スペクトルの例
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よる吸収を、高いエネルギー成分については画像のコント
ラストの低下を、それぞれ招くため、このような工夫がなさ
れている。

以上のように、マンモグラフィでは特性 X 線を多く含む
低エネルギーのX 線が使われるという特徴がある。
2.3　マンモグラフィにおける線量評価

胸部撮影に代表される一般 X 線撮影における線量評価
では、皮膚吸収線量が用いられる。一方、マンモグラフィ
では、

・乳房に対してのみ局所的にX線が照射されること
・乳房組織において、乳腺組織が放射線に最も脆弱であ

るとされていること
・使用するX線のエネルギーが低いため単位長さ当たりの

吸収量が大きく、乳房内で線量が急速に変化すること
等を理由に、平均乳腺線量という特別な線量により評価さ
れている。この平均乳腺線量とは乳腺組織の単位質量あた
りの吸収線量であり、乳房組織内の全乳腺組織に吸収さ
れるX線のエネルギーを、乳腺組織の全質量で除した値と
して定義される。国際単位系ではJ/kgが単位であるが、特
別な名称の単位Gy（グレイ）が割り当てられている。平均乳
腺線量は、乳房中の深さ方向（X線源から受像素子への方
向（図2）に対して不均一な乳腺の吸収線量を代表する線量
である。ただし、平均乳腺線量は、乳房中の乳腺の量（割
合）や分布、乳房の圧迫厚によって値は変わる。そのため、
マンモグラフィの精度管理では、乳腺組織と脂肪組織の質
量比が1：1の割合で均一に混合した厚さ45 mm（42 mm厚
の場合もある）の乳房を標準乳房とし、この標準乳房に対
する平均乳腺線量を評価している[6][7]。関連学会等では、こ
の平均乳腺線量に対してガイダンスレベル（または低減目

標値）を設け、線量の適正化（低減化）が図られている。
この平均乳腺線量は実測が極めて難しい量であり、精

度管理においては、関連学会等が推奨する標準乳房を模
擬した物質（ファントム）を利用して評価される。図 2 にマ
ンモグラフィ装置を使った平均乳腺線量の評価の様子を示
す。

線量計の基準面がファントムの表面と一致するように線
量計を設置し、ファントムの表面（X 線源側）に入射する
X 線の線量を測定する。ただし、この時に線量計で測定
される線量は「空気カーマ」用語 4 と呼ばれる単位で測定さ
れるため、空気カーマから平均乳腺線量への変換係数が
必要となる。この変換係数はモンテカルロ計算により算出
されており、X 線の線質ごとの数表として精度管理マニュ
アル等に掲載されている [6][7]。そのため、平均乳腺線量の
評価には、マンモグラフィ装置からの X 線の線質の評価も
必要となる。ただし、エネルギースペクトルを医療現場で
直接測定することは、手間やコストを考慮すると現実的で
ない。そのため、マンモグラフィの線質は、空気カーマの
量を半減するのに必要な物質（マンモグラフィではアルミニ
ウム）の厚さによって表現される。線質を表すこの物質の
厚さを半価層という。以上のように、平均乳腺線量の評価
には、線量（空気カーマ）と線質（半価層）を線量計によっ
て測定することが必要不可欠となる。
2.4　マンモグラフィ用線量計の現状

線量計には測定原理の異なるさまざまな種類が存在
する。マンモグラフィの医療現場では、電離箱式線量計
と、半導体式線量計の 2 種類が主に利用されている。電
離箱式線量計は、X 線と空気との相互作用によって生じ
た電離量（イオン－電子対）の測定を基礎とした線量計
である。マンモグラフィでは診断用 X 線の中でもエネル
ギーの低い（物質による吸収が大きい）X 線が利用され
る。そのため、マンモグラフィ用 X 線の電離箱式線量計
では、X 線入射面は透過性の高い薄膜（主に金属蒸着し
た樹脂）が用いられる。電離箱式線量計は、空気カーマ
の定義に近い測定ができるため、二次標準線量計として
使用される。一方、使用する温度や気圧等の環境条件に
よって放射線有感体積中の空気の質量が変化するため、
環境条件に応じた補正が必要となる。また、X 線の入射
面に薄膜を使用していることから、取り扱いに注意が必
要となることに加え、薄膜による X 線の吸収が生じ、Ｘ
線のエネルギーが低いほど、線量計の感度が X 線のエネ
ルギーに依存して変化しやすくなる。

半導体式線量計では主にシリコンが活用され、pn 接合
（逆バイアス電圧を印加）による空乏層を放射線に対する
有感層として作用させる線量計である（pin 型もあり、その

X線

乳房支持台
（この下にフィルム等の

受像素子を設置）

電離箱式線量計

圧迫板

約 65 cm
（線源－線量計間距離）

この中に X 線管球が設置
されている

図2　マンモグラフィ装置の線量評価における線量計の設置例
ファントムの厚みの分だけ、線量計の基準面を乳房支持台から浮か
せており、写真中では電離箱式線量計のみ設置。
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場合は、真性半導体層（i 層）が放射線に対する有感層と
して作用する）。電離箱式線量計では電離電流のキャリア
が電子－イオン対であるのに対して半導体式線量計では電
子－正孔対となり、半導体式線量計は固体の電離箱と例え
られる。半導体式線量計は、電離箱式線量計と比べると
堅牢性に優れ、温度・気圧の補正が不要等取り扱いの簡
便性に優れているため、医療現場での線量評価に多く使わ
れている。しかし、表層の SiO2 層や不感層等による X 線
の吸収が大きいため、マンモグラフィ用 X 線のような低エ
ネルギー領域では感度が X 線のエネルギーに大きく依存す
ることが知られている。

電離箱式線量計、半導体式線量計ともに、マンモグラ
フィX 線（もしくは低エネルギーX 線）用のものが開発さ
れているが、線量計の構造上、感度のエネルギー依存性（以
下、エネルギー特性という）は避けられない。そのため、
医療現場等で実際に測定する X 線のエネルギー領域にお
いて、正確に値が測定されている X 線の標準場を用いて線
量計を校正することが学会等からは推奨されている。
2.5　国際的な動向

欧米諸国では我が国よりも早くから乳がんの問題に直面
していたため、精度管理体系の構築も我が国よりも早くか
ら始まっていた。アメリカでは 1986 年に米国放射線専門
医会（American College of Radiology; ACR）がマンモ
グラフィの精度基準を作成したことを契機に、精度管理が
進められた。その後、1992 年にはマンモグラフィ品質標
準 法（Mammography Quality Standard Act; MQSA）
が連邦法として成立し、マンモグラフィ検査は法制化さ
れている [8]。この法律によって、マンモグラフィ検査を行
うすべての施設が、米国食品医薬品局（Food and Drug 
Administration; FDA）が承認した検査機関（ACR や州
政府等）の認定を受けた上で、FDA による医療監査と
認可を受けることが義務付けられている。この法律の中
では、線量計の校正は 2 年に一度行うことが義務付けら
れており、国家標準へのトレーサビリティを担保すること
も明記されている。アメリカの国家標準を担っている国立
標準 技 術 研究 所（National Institute of Standards and 
Technology; NIST）は、Mo/Mo 線質によるマンモグラフィ
の線量標準の供給を行っている。ACR によって発刊され
た精度管理マニュアル [9] は、我が国の精度管理マニュアル
を作成する際の基礎となっている。

欧 州では、 マンモグラフィの品質 管 理について、
European Reference Organization for Quality Assured 
Breast Screening and Diagnostic Services（EUREF）
が中心となって、ガイドラインが作成されている [10]。このガ
イドラインでは、線量測定は 6 カ月に一度行うこととされて

いる。このガイドラインを基に、欧州各国ではそれぞれの
方法で精度管理が実施されている。ドイツやイギリス等を
中心に Mo/Mo 線質による線量標準が供給されている。し
かし、欧州内においてマンモグラフィ用の線量計の校正を
W/Al 線質によって実施している国や機関も多く、線質の違
いが校正結果に影響を与えることが懸念されていた。その
ため、欧州計量標準協力機構（European Collaboration 
in Measurement Standards; EUROMET）に所属する国
および機関の中で、マンモグラフィの線量計の校正に関す
る国際比較が行われた。

この国際比較では、複数の電離箱式線量計と半導体式
線量計を巡回させ、各国もしくは各機関が校正に使用して
いる線質（Mo/Mo や W/Al 等を問わず）で校正し、その
校正結果が比較された。その結果、マンモグラフィ用（軟
X 線用）の電離箱式線量計のようなエネルギー特性が小さ
い線量計については、線質の違いによる校正結果の影響
は、現場での線量測定に対して大きな問題にはならないと
いう結論であった。しかし、半導体式線量計のようなエネ
ルギー特性の大きい線量計については、Mo/Mo 等のマン
モグラフィ用 X 線の線質に近い条件で校正することが望ま
しいと結論付けられた [11]。

このような流れの中、国際度 量衡局（International 
Bureau of Weights and Measures） に対して、Mo/Mo
線質に準じたマンモグラフィ用の線量標準をもつよう、国際
度量衡委員会放射線諮問委員会に参加する各国から要望
が上がった。これを受け、国際度量衡局では、Mo/Mo 線
質によるマンモグラフィ用 X 線の校正場を整備し、2009 年
から国際度量衡局を幹事機関とした基幹国際比較が実施
されるようになった [12]。
2.6　マンモグラフィ用線量標準への社会的要請

マンモグラフィのような低エネルギー X 線では、線量
計（電離箱式線量計、半導体式線量計ともに）のエネル
ギー特性が大きいため、日本では、医療現場で測定する
X 線に近いエネルギーで校正することが学会等から推奨
されてきた。これまでは、マンモグラフィのエネルギー
領域の X 線の線量標準は、W/Al 線質で供給を行ってき
た。産総研で保管している電離箱式線量計のエネルギー
特性を図 3 に示す（産総研の W/Al 線質の軟Ｘ線標準の
半価層の範囲）。

比較的エネルギー特性の小さいとされる電離箱式線量計
についても、マンモグラフィで使用される X 線のエネルギー
領域では感度（校正定数）の変化が、図 3 でデータごとの
縦棒で表した校正の不確かさ（95 ％の信頼区間）よりも大
きく、また、変化の様子が線量計の型式によって異なるこ
とが分かる。この違いは、線量計のＸ線入射面の材質およ
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び厚み、また、線量計内部の構造の違いに起因している。
医療現場では、エネルギー特性が電離箱式線量計よりも大
きい半導体式線量計が多く使われていることから、このよ
うな線質の違いによる校正結果への影響を心配する声が、
国内の産業界・学会から挙げられるようになった。この問
題に対応するため、産総研ではマンモグラフィの X 線の線
質に基づいた線量標準の整備・供給に着手した。

3　研究開発のシナリオ
マンモグラフィの医療現場における線量測定の信頼性の

向上には、現場で使われている X 線の線質に基づいた線
量標準の確立は当然のことながら、線量標準を社会に円滑
に供給するための体制作りも必要となる。マンモグラフィの
線量測定の信頼性向上のために策定したシナリオを図 4 に
示す。

社会的ニーズに素早く対応するため、マンモグラフィ用Ｘ
線の線質に最適化した国家標準器を新たに開発せず、既
存の国家標準器の活用による標準の開発期間の短縮化を
図った。標準の主な供給先である医療現場での線量評価
の不確かさの低減を図るため、実際のマンモグラフィ装置
に近いＸ線場を開発した。また、標準の国際的な同等性
の確保に必要な国際比較に参加するため、IEC 規格に準
拠したＸ線場の開発も同時に行った。開発した線量標準の
校正能力を検証するため、国際比較への参加に加えて、こ
の標準で校正した複数の線量計で実際のマンモグラフィの
線量を計測し、それらの評価を行った。

マンモグラフィでは線量評価を含めた精度管理がすでに
多くの医療現場で行われていたため、この中で利用されて
いるガラス線量計を評価することにより、迅速かつ広範な
標準供給を目指した。そのために、産総研は、精度管理
で利用されているガラス線量計をそのまま校正する方式の
確立に努めた。

また、これまでの線量標準供給体制では、校正事業者
が所有する標準線量計（二次標準器）の校正を産総研が
行い、この二次標準器を介して標準供給がなされていた。図3　電離箱式線量計のエネルギー特性の例
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その際、医療現場の線量計の校正を行う校正場（X 線場）
が、校正事業者が保有するこれまでの W/Al 線質のままで
は、あまり意味がない。しかし、マンモグラフィ用 X 線の
線質に準拠した校正場の整備には、照射装置の導入等に
数千万円規模の設備投資が必要となってしまう。そこで、
産総研は依頼試験制度により、産総研の照射装置を活用
してスムーズな標準供給ができるような環境を整備した。

このようなシナリオを策定して、国際的な同等性のある
線量標準が迅速かつ広範に医療現場に供給され、線量評
価の信頼性向上につながることを意図した。

4　国家標準の開発
マンモグラフィに特化した X 線線量の国家標準の整備に

は、線量の絶対測定（単位の定義に沿った測定）が可能な
国家標準器の開発と、マンモグラフィ用 X 線の線質と同じ
X 線標準場の開発が必要となる。以下では、国家標準器の
開発とマンモグラフィ用Ｘ線標準場の開発について述べる。
4.1　国家標準器の開発

マンモグラフィを含めた軟 X 線（ここでは 50 kV 以下の
管電圧）の場合、物理的に明確に定義された空気カーマ
用語 4（もしくは照射線量用語 5）の単位 Gy（もしくは C/kg）
で標準供給がすでになされている。

照射線量の絶対測定が可能である自由空気電離箱が一
次標準器として世界的に採用されている。現在のところ、
産総研の軟 X 線の線量の国家標準も自由空気電離箱を採
用している（図 5）。

自由空気電離箱では、電離体積内で生成されたイオンの
電荷を測定し、照射線量（または空気カーマ）を求めてい
る。電離体積内の空気の質量をm とすると、照射線量率
X（C/kg/s）は次の（1）式によって得られる。

X            ki … （1）m
I Π=

・ 10

=1i

ここで、（1）式のI は自由空気電離箱で測定される X 線
による空気の電離電流、ki は補正係数である。補正係数
は、実際の実験条件を、線量の定義される理想的な条件
に補正するための係数で、この標準では全部で 10 種類あ
る。マンモグラフィ用Ｘ線では、それらの補正係数のうち、
規定面と集電極中心間の空気層による吸収に対する補正
が約 1.5 ～ 2 % と最も大きく、その他に散乱線に対する補
正が少し（～ 0.5 %）あるのみで、他の補正係数に関して
はかなり小さい（～ 0.1 % 未満）。散乱線に対する補正等
の実測評価が困難な補正係数は、モンテカルロシミュレー
ションにより評価している。

図 6 に開発したマンモグラフィの線量標準の装置図を示
す。マンモグラフィの国家標準を整備する際、マンモグラフィ
専用の新しい国家標準器（自由空気電離箱）を開発せず、
既存の自由空気電離箱（軟 X 線の線量の国家標準器）の
補正係数をマンモグラフィ用のＸ線の線質で評価する方法
を採った。これは標準の開発から供給までの時間を極力短
くし、素早く標準供給の社会的要請に応えるためである。
図 6 に示すように、自由空気電離箱は XY ステージ上に設
置し、軟 X 線（W/Al 線質）の線量標準と共用できるよう
になっている。
4.2　マンモグラフィ用Ｘ線標準場の開発

標準場として設定するマンモグラフィ用 X 線の線質は、
現場で最も利用されている線質から重点的に開発を進め
た。前述のとおり、線質は主に、X 線管球のターゲット材、
管電圧、付加フィルタの材料と厚さによって決まる。ただ
し、線質を規定する際、国内だけでなく国外も意識した。
国外を意識した線質とは、ISO や IEC 規格等に代表され
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図5　国家標準器（自由空気電離箱）の概略図 図6　開発したマンモグラフィ用X線の線量標準の装置図
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る世界的に共通に使うことができる線質である（マンモグラ
フィでは、IEC61267 で規定されている）[13]。このような線
質は、各国の線量標準の同等性を確認するために実施され
る国際比較に参加する際に必要となる。一方、国内の精度
管理マニュアル等では IEC 規格以外の線質も使われてい
て、これに準拠することが円滑な標準供給へとつながる。
このように、標準を整備する際に国外と国内の両方を意識
することが、国際的な同等性の担保された線量標準の円滑
な供給にむけた第一歩となる。

また、マンモグラフィに用いられる低エネルギーX 線は
空気による単位長さ当たりの吸収量が他の診断 X 線と比
べて大きいため、校正距離（焦点－規定面間距離）による
線質の変化が大きく、校正距離の設定も重要となる。我が
国よりも先に標準供給を行っていたドイツやアメリカ等では
校正距離は 1 mであったが、実際のマンモグラフィ装置の
照射距離を考慮して、産総研では校正距離を 60 cmと設
定した（その後に国際度量衡局も校正距離を 60 cm に設
定した）。

また、我が国独自の設定として、圧迫板を透過した線質
に基づいた線量標準も開発した。実際の乳房撮影では圧
迫板を透過した X 線が乳房に照射される。マンモグラフィ
で使用されるようなエネルギーの低いX 線は圧迫板に吸収
されやすく、線質も大幅に変わる。乳房に照射する線量の
把握も重要と考え、このような独自の線質も開発した。こ
の線質は精度管理用に使われている線量計を校正するため
にも必要であった。

5　線量標準の供給体制の構築
医療現場で評価される線量の信頼性向上には、標準供

給体制の構築が必要不可欠となる。そこで、産業界・学会
等の協力を得て、複数の標準供給体制を構築した。
5.1　精度管理に利用されるガラス線量計の性能評価

マンモグラフィが我が国の乳がん検診に導入される以前
から、関連学会を中心としたマンモグラフィ検診の精度管
理がされていた。この精度管理において必要な線量と線質
を簡便に評価できるよう、マンモグラフィ用ガラス線量計が
開発された。

ガラス線量計は、ラジオフォトルミネセンス現象用語 6 を利
用した積算型の線量計であり、蛍光ガラス素子には銀活性
リン酸塩ガラスが用いられている。マンモグラフィ用のガラ
ス線量計の写真を図 7 に示す。

マンモグラフィ用のガラス線量計は、蛍光ガラス素子と、
素子の表面に 4 種類の厚さの異なるアルミニウムフィルタを
かぶせた構造となっている。各アルミニウムフィルタの厚さ
は 0.3、0.4、0.6、1.0 mmとなっており、1 回の照射で減

弱曲線が測定できる。この減弱曲線から半価層と管電圧
を求め、OW（open window、Al フィルタが無い）のガラ
ス素子の蛍光量から空気カーマを求めることができる。つ
まり、このガラス線量計では 1 回の照射で精度管理に必要
な平均乳腺線量の評価ができる。このガラス線量計の性
能評価をこの標準場で行った。

その結果、半価層、管電圧、空気カーマともに、95 %
の信頼度で不確かさ 2 % 以内で産総研の値と一致するこ
とを確認した [14]。　
5.2　産総研の照射施設の利用促進

マンモグラフィの線質での線量計の校正を校正事業者が
実施するためには、マンモグラフィ用 X 線の発生装置が必
要となる。しかし、X 線発生装置の導入には少なくとも数
千万円規模の設備投資が必要となり、事業として成り立た
ない可能性が予想された。そこで、校正事業者が産総研の
マンモグラフィ用の標準場に、各自の標準線量計（国家標
準とトレーサブルであることが前提）と校正事業者が依頼
を受けた被校正線量計を持ち込んで校正を行う照射依頼
試験を開始した。これまで産総研での校正料金は、被校
正線量計の数に応じていたが、この試験では照射装置の
使用日数に応じて課金するため、校正事業者の経済的な負
担が軽減される。この照射依頼試験の導入により、校正事
業者への負担軽減を図り、円滑な標準供給を促進した。

6　校正能力の検証
6.1　国家標準の国際的同等性の確認

各国の標準は国際的な同等性を確認するため、他国の
標準との比較を行う必要がある。前述のとおり、国際度量
衡局もマンモグラフィ用 X 線の線量標準を開発し、2009 年
より基幹国際比較用語 6 を開始した。そこで産総研は、世界
のトップバッターとして 2009 年にこの基幹国際比較に参加
した [15]。

放射線の線量標準の国際比較の場合、その方法は 2 通
りある。一つ目は、各国の標準器同士を直接比較する方法
である。例えば、産総研の国家標準器（自由空気電離箱）
を国際度量衡局の放射線場に持ち込み、国際度量衡局の

45 mm

6 mm

13 mm

1.0 mmAI0.60.40.3OW

図7　マンモグラフィの精度管理用に開発されたガラス線量計
（協力（株）千代田テクノル）
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標準線量計（自由空気電離箱）との間で、測定された線量
の絶対値どうしを比較する方法である。この方法は、標準
器が持ち運び可能である場合に限られる。もう一つの方法
は、線量計の校正を各機関で行い、その校正結果（校正
定数）の比較を行う方法である。この方法は、標準器が
大きい等運搬が困難な場合に有用な方法となる。

産総研のマンモグラフィ用の X 線標準の標準器である自
由空気電離箱は、これまでの軟 X 線（W/Al）の線量標準
と共通である。この標準器は 2004 年に国際度量衡局の標
準器との比較を直接行っており、十分な同等性を確認して
いる [16]。そこで今回の基幹比較用語 7 では、仲介の線量計（3
種類の電離箱式線量計を使用）の校正による後者の方法
を選択した。3 種類ともエネルギー特性の異なる線量計を
選択することにより、両機関の線量標準の詳細な比較を目
指した。図 8 に両機関で測定した 3 種類の線量計の校正
結果の比較を示す。

図 8 から分かるように、どのエネルギー特性の線量計の
校正定数も両機関で良好な一致を示している。3 種類すべ
ての線量計の校正結果について、国際度量衡局の不確か
さ（図 8 のエラーバー）が産総研よりも小さいのは、国際
度量衡局がマンモグラフィ用Ｘ線の線質に最適化された（式
（1）の補正係数が小さい）自由空気電離箱を新規に開発
したためである。

図 9 はこの基幹国際比較の全参加国との比較である。
この基幹国際比較にはドイツ（PTB）、アメリカ（NIST）、
カナダ（NRC、線質が若干異なる）が参加しており、全機
関のマンモグラフィの線量標準の間で十分な同等性が確認
された [17]。また、産総研の不確かさが、諸外国の線量標
準と比較して、遜色のないものであることが分かった。
6.2　実際のマンモグラフィ装置を用いた検証

医療現場で使われるマンモグラフィ装置では、X 線の発
生は時間的なパルスで行われる。一方、標準場には安定性
が求められるため、線量率が時間に対して一定となってい
る。また、照射装置の構造も、実際のマンモグラフィ装置
はコンパクトであるのに対して、標準場の装置は空間的な
余裕がある。実際のマンモグラフィ装置と標準場とのこのよ
うな違いを検証することが、医療現場での線量測定の信頼
性向上につながると考えられる。そこで、産総研では、医
療現場で使われているマンモグラフィ装置を使い、電離箱
式線量計（産総研で校正）とガラス線量計での線量の評
価結果の比較を行った。

その結果、電離箱線量計とガラス線量計との間で、平均
乳腺線量について不確かさの範囲で一致することを確認し
た（図 10）。産総研の標準場で校正された線量計が実際の
マンモグラフィ装置の線量評価に対しても信頼性があるこ
とが分かった。
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図8　3種類（a,b,c）の線量計の校正定数の国際度量衡局との
比較結果

（a）の線量計のエネルギー特性はフラット、（b）は右肩下がり、（c）
は右肩上がり、と 3 種類とも異なっている。

図9　マンモグラフィの線量標準の国際比較[17]

縦軸は、国際度量衡局の測定値からの偏差を1000分率で表す。デー
タごとの縦棒は、不確かさを95 %信頼度で表す。
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年齢調整罹患率：基準となる人口の年齢構成（昭和 60
年人口モデル）を考慮して補正した罹患率で、年齢構
成の著しく異なる群間の比較を可能にする。
年齢調整死亡率：基準となる人口の年齢構成（昭和 60
年人口モデル）を考慮して補正した死亡率で、年齢構
成の著しく異なる群間の比較を可能にする。
線減弱係数：強度 I 0 の単一エネルギーの光子が一様な
物質に入射して透過する際、透過する光子の強度 I は、
物質の厚さd （cm）とともに
I = I0 × e−μd

のように指数関数的に減少する。この係数μ （cm−1）
を線減弱係数という。
空気カーマ：非荷電粒子線の相互作用によって単位質
量あたりの空気から発生した二次荷電粒子線の各発生
時点での運動エネルギーの総和。SI 単位系では、J/kg
と表されるが、 特別な単位 Gy（グレイ）が用いられる。
照射線量：単位質量あたりの空気と相互作用した光子
が生成した二次電子が完全に停止するまでに空気中で
生成するイオン対のうち、一方の符号の電荷を合計した
電荷量の絶対値。SI 単位系では C/kg で表される。
ラジオフォトルミネセンス現象：放射線照射によってガラ
ス中に生成した蛍光中心に対して紫外線を照射すると、
ガラスに照射された放射線の線量に比例した蛍光が発
生する現象。この現象を利用して、個人線量計としても
使われている。
基幹比較：国際度量衡委員会（CIPM）の下に設置され
ている各計量分野の諮問委員会では、その分野で中核
となる国際比較を実施しており、これを CIPM 基幹比較

（CIPM Key comparison）という。放射線の線量関連
では、現在、次の 8 つの量が基幹比較の対象となって
いる。
K1: 60Co γ線　空気カーマ
K2: 軟 X 線　空気カーマ
K3: 中硬 X 線　空気カーマ
K4: 60Co γ線　水吸収線量
K5: 137Cs γ線　空気カーマ
K6: 医療用電子線加速器　X 線　水吸収線量

7　おわりに
産総研では、マンモグラフィの現場における線量評価へ

の信頼性向上を目標に、マンモグラフィの線質に準じた線
量標準の開発と供給体制の構築を行ってきた。マンモグラ
フィの標準開発には、既存の軟 X 線用の国家標準器（自
由空気電離箱）を活用することにより、開発に必要な期間
を大幅に短縮することができた。また、この標準の国際比
較にもいち早く参加し、主要国との間で国際的な同等性を
確認した。供給体制の構築に際しても、既存の体制を最
大限に活用することにより、迅速かつ広範な標準供給を行
うことができた。今後も、学会や校正機関との連携を図り、
さらなる供給体制の強化を目指していく。

また、現在、マンモグラフィでは、他の診断と同様にモ
ニター診断化（診断画像をパソコン等のモニターに表示し
診断）が加速している（マンモグラフィのデジタル化）。こ
れまでのハードコピー（フィルムへの診断画像の焼き付け）
に比べ、画像からの線量の判定が難しいとされ、精度管
理における線量測定の重要性が一層増すことが予想され
る。また、マンモグラフィのデジタル化に伴い、多種多様な
X 線の線質が利用されつつある。特に、医療現場で多く使
われている半導体式線量計は、感度が線質に応じて大きく
変化するため、校正場の整備が急務であると考えられる。
現在、アメリカでもデジタルマンモグラフィ用の校正場の整
備が進められ、半導体式線量計の評価について重点的な
研究がなされている。産総研においても、現在、この状況
に早急に対応するべく、標準場の開発を進めていき、高度
化するマンモグラフィの精度管理および安全性に貢献した
いと考えている。
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図10　実際のマンモグラフィ装置による線量の比較結果
データごとの縦棒は、不確かさを95 %信頼度で表す。
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査読者との議論
議論1　全体評価
コメント（小林 直人：早稲田大学研究戦略センター）

この論文は、「マンモグラフィのための低エネルギーX 線の線量標
準と供給体制の確立」という観点から、意義のある論文であると考
えられます。特に、開発の着手から供給開始までを約 1 年半という
短期間で達成したことは、大きな成果と言えます。

コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）
マンモグラフィの信頼性と安全性を両立させるために、X 線線量の

国家標準の確立から標準供給体制の構築まで一貫したシナリオを設
定し、それを短期間に成し遂げた優れた研究成果で、読者の参考に
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りしていることが、内容の信頼性を高めていると同時に、読者の理
解を容易にしています。

議論2　既存リソースの活用
コメント（小野 晃）

第 1 章「はじめに」で、この標準の開発では「既存の研究設備と
技術を最大限活用する」ことにより、開発の着手から供給開始まで
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スを活用したり、現行の体制を活用したりといった工夫が、研究開発
を通常よりも迅速に進める鍵になったと思います。

既存のリソースを活用したり、現行の管理体制の中に組み込んだり
した際に、著者らが留意したことがあれば他の研究者の参考になる
と思いますので披露してください。今回の経験から得た著者らの教訓
といったもので結構です。

回答（田中 隆宏）
既存のリソースを活用する場合の留意点は、そのリソースの可能性

と限界を見極めることだと思います。つまり、この研究の場合のリソー
スである自由空気電離箱が、マンモグラフィの線質に対して国家標準
としての性能を十分に発揮するかどうかの見極めが、研究者に求めら
れるのではないかと考えられます。この見極めができるかどうかが本
格研究の成否に関わってくると考えています。

また、標準供給体制の構築に際しては、産業界や学会から線量評
価の状況を広く把握することが重要であると考えています。そして、
最終目標であるトレーサビリティを現行の管理体制の中に組み込むこ
とに対して、産総研と産業界・学会の双方に強い意気込みがあったと
思います。

議論3　克服した技術的課題
質問（小林 直人）

この研究の目標を達成するための技術的課題に関して質問しま
す。今回のマンモグラフィ用Ｘ線は約 30 keV の低エネルギーである
ことが特徴ですが、線量標準確立のため既存の自由空気電離箱の補
正係数を決定するという方法で行ったことが技術的ポイントだと思い
ます。しかし、その際の克服した困難な課題が何だったのでしょうか。

また、これまでの標準電離箱 A、B、C の校正定数には大きな違
いがありますが（図 3 参照）、この差の理由は何なのでしょうか。

回答（田中 隆宏）
この標準開発において、いくつかの技術的課題はありましたが、

特筆すべきものではありません。その理由は、これまでに産総研に
蓄積された、低エネルギーＸ線の線量計測開発技術を応用すること
で十分解決できると判断したためです。具体的には、国家標準器は
既存の軟Ｘ線（W/Al 線質）用のものを活用し、国家標準器の補正
係数をマンモグラフィ用Ｘ線の線質で新たに評価しました。モンテカ
ルロ計算によって、測定結果および不確かさに致命的な影響を与え
ないことが開発の初期段階で確認できたため、標準の開発にはこの
方法を採りました。

この方法以外に、マンモグラフィ用Ｘ線に特化した国家標準器を
新規に開発する方法もあります。例えば、マンモグラフィの線質に最
適化された（補正量が小さい）自由空気電離箱の開発です。これは、
モンテカルロ法等で補正係数を計算し、自由空気電離箱の設計に
フィードバックさせ最適化していく方法です。国際度量衡局はこの方
法でマンモグラフィの線量標準を開発しました。当然、最適化した標
準器を開発した方が不確かさは小さくなります（95 % の信頼度で不
確かさは、産総研が約 0.6 %、国際度量衡局が約 0.4 %）。その反面、
開発期間が長くなります。かなり極端な例にはなりますが、国際度量
衡局は 2001 年に開発に着手し、2009 年から国際比較を開始してい
ます。この標準のように社会的要望に迅速に応える場合には、最短
の開発期間が最も大きなメリットであると判断しました。

これ以外の技術的課題としては、医療現場におけるマンモグラフィ
装置の線量評価の信頼性の向上があります。産総研や海外の国立計
量研究機関で構築されている標準場と実際のマンモグラフィ装置とは
照射ジオメトリが違うため、医療現場での線量評価の不確かさが大き
くなります。マンモグラフィでは、医療用放射線の中でもかなり低い
エネルギーのＸ線が利用されています。このような低エネルギーでは、
線質の違いに加えて、照射距離や圧迫板の有無等、照射のジオメト
リの違いが線量評価の不確かさに大きく影響します。そのため、照
射のジオメトリがマンモグラフィ装置と近い線量標準の開発に努め、

医療現場での線量評価の不確かさ低減を目指しました。なお、この
照射距離と圧迫板を考慮したことは、海外の標準には見られない産
総研独自の取り組みです。ただし、この標準の国際的な整合性の確
保にも留意し、IEC 規格に準拠した線質の整備も同時に進めました。

図 3 の線量計 A、B、C の校正定数の違いですが、Ｘ線の入射面
の材質や中の構造の違いが主な原因と考えられます。精度の高い線
量計として知られている電離箱線量計においても、このように校正定
数のエネルギー依存性に大きな違いが見られるのが、低エネルギー
Ｘ線の大きな特徴です。この論文に説明を加えました。

議論4　標準供給体制の確立のための新たな試み
質問（小林 直人）

標準供給体制について、今回新たな校正装置をつくることはせず
に、校正事業者が顧客から校正の依頼を受けた線量計を産総研に
持ち込んで校正（照射依頼試験）を行うことで、標準供給をスムーズ
に行うことができたとあり、実例としてガラス線量計の例が挙げられ
ています。これに関してこれまでにない新たな試みや工夫はなかった
のでしょうか。当たり前で、特に困難なこともないような印象を受け
ましたが、実態はどうだったのでしょうか。

回答（田中 隆宏）
線量計の校正によるこれまでの標準供給体制に加えて、それまで

医療現場で利用されていたガラス線量計の評価によって信頼性向上
を図ったことがこの研究の大きな特徴です。

標準の開発当初の予定では、線量計の校正を介したこれまでの標
準供給方法を考えていました。つまり、①校正事業者等の所有する
線量計を産総研で校正し、②その校正された線量計を標準器として、
校正事業者のＸ線標準場でユーザーの線量計の校正をする、という
流れを想定していました。ただし、この供給方法の場合、マンモグラ
フィの線質がそれまでの校正に使われていたＸ線と異なるため、①だ
けでは不十分で、②においてもマンモグラフィの線質のＸ線場が必要
となります。しかし、標準に対する要望があるといっても、Ｘ線照射
装置の導入に伴う設備投資は大きな負担になるという声が校正事業
者から挙げられました。そこで、産総研の照射装置を校正事業者に
利用してもらうことにより、円滑な標準供給に努めました。

また、国内に流通しているマンモグラフィ用線量計が 1000 台程度
と推定されているのに対して、校正事業者は数社しかないため、広範
な標準供給にはさらなる工夫が必要と考えました。そこで、この標準
の開発当時からすでに医療現場の線量評価に広く使われていたマン
モグラフィ用ガラス線量計に着目しました。ガラス線量計を産総研の
線量標準で評価することにより、多くのマンモグラフィ装置の線量評
価に対して信頼性の向上が望めると考えました。ガラス線量計の評
価をこの標準で行った際、苦労した点が一つあります。ガラス線量計
は、蓄積された線量の情報を読み取るための専用のリーダーが別途
必要となるため、照射したその場ですぐに線量が分かりません。産
総研の標準場でのガラス線量計の照射と、照射データの読み取り・
解析が分離していたため、不確かさの評価等、一つ一つの課題の克
服に時間がかかったことが苦労した点です。また、このマンモグラフィ
用ガラス線量計は日本独自の線量計であり、高いポテンシャルを秘め
ていると考えています。

議論5　国際比較における諸外国の状況
コメント（小林 直人）

今回の国際比較では、図 9 にみられるようにとても良好な結果が
得られています。産総研は、世界のトップバッターとして参加し、良好
な結果が得られていることは、国家標準の国際的同等性の検証がで
きたことであり、その意義は極めて大きいものがあります。そこで今
回参加した諸外国の状況（検出器の種類や性能等）を合わせて述べ
ていただけると、産総研の質の高さもより一層注目されると思います。

回答（田中 隆宏）
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今回の国際比較では、産総研を含めたすべての機関が仲介器を利
用した比較方法を採りましたが、仲介器の選択に産総研独自の特色
があります。産総研以外の機関は、マンモグラフィのエネルギー領域
において、エネルギー特性がフラットな仲介線量計を 1 種類のみ選
択しました。一方、産総研では、エネルギー特性の異なる 3 種類の
仲介線量計を選択し、より綿密な比較を行いました。その結果、3
種類すべてにおいて国際度量衡局と十分な整合性を確認することが
できました。

議論6　この研究のアウトカム
質問（小林 直人）

この研究のアウトカムについてお聞きします。今回、新たに低エネ
ルギーＸ線の線量評価の標準の確立と供給ができるようになったわ
けですが、このことにより、どのような実質的なアウトカムが期待で
きるでしょうか。例えば、マンモグラフィの信頼性が上がり、受診率
が上がる等の期待ができるでしょうか。もしそうならないとしたら、
さらにどんな工夫をすれば、マンモグラフィの社会的普及に繋がると
考えられますか。

回答（田中 隆宏）
この標準の開発により、マンモグラフィの線量評価の信頼性が向上

しました。マンモグラフィ装置のメーカー各社は、低線量で高画質な
装置の開発に努力しています。この標準では画質向上への貢献は難
しいのですが、低線量化への寄与が期待されます。線量の定量的な
評価には、線量標準が必要不可欠となるからです。

また、産業界、大学、学会等から共同研究のお話を数多くいただき、
マンモグラフィの線量評価の高精度化に向けた研究を現在進めてい
ます。今後、これらの共同研究の成果の活用によってもマンモグラフィ
の低線量化に寄与できると期待しています。

議論7　研究目標に向かってのシナリオ
コメント（小林 直人）

当初図 4 のシナリオの図は一般的な X 線線量計測の標準確立と
精度向上の図になっていました。せっかくこの論文に詳述した今回の
マンモグラフィ用 X 線の線量評価確立・供給のシナリオが、十分に
記述されていないと思います。

マンモグラフィ用X 線線量評価でこの研究は次のような特徴がある
と思います。これらを、シナリオの中にどのように位置付け対応を行っ
たかを付け加えて、今回の目標を達成するためのシナリオの図を示す
のが良いと思います。

（1） 国家標準器は既存の軟Ｘ線（W/Al 線質）用のものを活用し、
国家標準器の補正係数をマンモグラフィ用Ｘ線の線質で新たに
評価した。

（2） （1）については、技術的な新しさはないが、その際モンテカルロ

計算で測定結果および不確かさに致命的な影響を与えないこと
をあらかじめ確認した。

（3） マンモグラフィ用の線質に最適化された標準器を始めから開発
し、高精度を狙うよりは、精度を多少犠牲にしても、既存の標準
器を用いた標準確立・供給の早さを重視した。（これはとても重
要な研究開発戦略と言えましょう。）

（4） 医療現場におけるマンモグラフィ装置の線量評価の信頼性の向上
を目標に設定した。そのため照射のジオメトリがマンモグラフィ
装置と近い線量標準の開発に努め、医療現場での線量評価の不
確かさ低減を目指した。

（5） さらに標準供給にあたっては、医療現場で利用されていたガラス
線量計に着目し、ガラス線量計を産総研の線量標準で評価する
ことにより、多くのマンモグラフィ装置の線量評価に対して信頼
性の向上を図った。

回答（田中 隆宏）
ご指摘いただいたこの研究の特徴が明確になるように、シナリオの

図を改訂しました。また、第 4 章以降の章立ておよびこの論文を、
シナリオの図に沿うように改訂しました。

議論8　この研究における標準の技術的特徴
質問（小林 直人）

確認の意味で、次の質問をします。これまでのＸ線線量標準との
違いは、以下の理解でよいでしょうか。
①人体への放射線の影響をできるだけ低減するため、80 keVではな

く30 keV程度の低エネルギーであることが必要。また、そのエネル
ギー領域のX線の単位長さあたりの吸収量（阻止能）は、中エネル
ギーX線よりも大きく、物質通過中にエネルギーが大きく変化するの
で、乳房組織と病巣との間に十分なコントラストを得ることができ
る。一方で、X線量評価の精度が下がるので、特別の工夫が必要で
ある。

②30 keV付近のＸ線発生には、モリブデンターゲットとモリブデン
フィルターが使われるので、そのエネルギースペクトルは単色に近く
なり、物質に吸収後のエネルギースペクトルがW/Alを利用する80 
keV付近のX線とは大きく異なる。

回答（田中 隆宏）
ご理解のとおりだと思います。乳房組織と病巣との間に十分なコン

トラストを得るためには、これまでの一般撮影よりも低いエネルギー
がマンモグラフィでは必要となります。線量計の感度が変わりやすい
低エネルギー領域のＸ線の線量計測では、一般撮影用Ｘ線とマンモ
グラフィ用Ｘ線の線質の違いが線量評価の精度に影響します。マンモ
グラフィ用Ｘ線の線質の特徴について、この論文を改訂しました。
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1　はじめに
地震研究の最終的な目標は地震災害の軽減につなげる

ことである。1995 年阪神大震災以降、地震研究は防災・
減災を意識した調査研究に力が入れられてきたが、その
後も活断層として想定されていない場所で地震が発生し、
2011 年東北地方太平洋沖地震でも有効な警告を事前に出
せなかった。特に我々のグループでは、数年前から西暦
869 年に仙台平野を襲った貞観地震に伴う津波の研究を
行っていたが、その結果が地域の防災対策に反映される前
にこのような大震災が発生してしまったことが、残念でなら
ない。自然現象を予測することの難しさがあらためて浮き
彫りにされたが、この震災によって、地球物理学に基づい
た地震研究の弱点が明らかになり、対照的に産総研の地
質学をベースとした過去の地震を明らかにする研究（古地
震研究）が注目されたことも事実である。

この報告では、歴史学、地質学、地球物理学的研究を

統合して西暦 869 年貞観地震および津波を復元しようとし
ていた産総研の研究手法を紹介するとともに、東北地方太
平洋沖地震によって明らかになった津波堆積物から津波規
模を推定する研究の重要性と課題、さらにその成果を社会
に周知して減災に結びつけるための問題点について紹介す
る。また、地震の前と後で、地震研究に対する社会の期待
や要求がどのように変わったのか、その状況で産総研がど
のように社会の要望に応えていくべきかを検討する。

2　地震の評価方法
1995 年阪神大震災を契機に文部科学省（当時の科学技

術庁）に地震調査研究推進本部（以下、地震本部と呼ぶ。）
が設置され、その主導によって地震研究はそれまでの理学
的な研究を中心としたものから、地震防災につながる研究
ヘと方向性を変えてきた。その地震研究推進本部の最も重
要な事業の一つが「地震の長期評価」である [1]。

岡村 行信

歴史文書に記録されている西暦869年貞観地震を解明するため、地層に残された津波堆積物を詳細に調査し、津波の数値計算を組み
合わせて津波規模を推定した。2011年東北地方太平洋沖地震は、その推定よりかなり大きかったが、津波堆積物が過去の巨大津波の
証拠であり、巨大津波の警告であることを証明した。この貞観地震に関する研究成果は地震調査研究推進本部に提出され、2011年3月
にはおよそ評価が終わっていたが、社会に周知する直前に地震が発生してしまった。このようなことを繰り返さないためにも、巨大地震
に関する研究成果はできるだけ早く社会へ伝える必要がある。同時に、信頼できる研究を進めることも重要である。

西暦 869 年貞観津波の復元と東北地方太平洋沖地震の教訓
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大地震は、およそ同じ場所で同程度の規模で繰り返すと
いう前提に立ち、過去の地震の発生域、規模および履歴
に関する情報に基づいて、将来発生する地震が予測されて
きた。この場合、過去の地震についてどこまで信頼性が高
い情報をもっているかによって、想定する地震の信頼性が
決まってくる。

地震の記録として最も精度が高いものは地震計の記録で
あるが、過去約 100 年間の情報しか存在しない（図 1）。
それ以前の地震記録としては、歴史記録がある。最も古い
地震に関する歴史記録は、西暦 599 年の地震であるとされ
ている [2] が、古い時代ほど記録の頻度が少なく、情報量
も少ないため、過去の地震規模を推定する情報として不十
分な場合が多い。地震規模を推定するために十分な質や
量の歴史記録が残るのは、多くの場合は、江戸時代以降
である。歴史記録の最大の長所は地震被害を受けた場所
と発生日がおよそ正確にわかることであり、過去の地震記
録として広く活用されてきた。それより長い期間の過去の
地震に関する情報を提供してくれるのが、津波堆積物や活
断層等の地質記録で、地震に伴う地殻変動や津波が地形
や地層に残されている。このような自然の中に刻まれた過
去の大地震や巨大津波の記録は、発生年代に関してはか
なりの誤差が含まれるが、数千年以上の期間にわたって過
去の地震および津波に関する情報が得られることが大きな
利点である。

一般に活断層の活動間隔は千年以上と長いため、歴史
記録から最新の活動のみが明らかになる場合もあるが、多
くの場合は歴史記録に見当たらず、自然が残した活動記録
に頼るしかない。一方、海溝型地震は数十年から 200 年
程度の発生間隔をもつことが多く、歴史記録を用いること
によって複数回の地震発生履歴や地震規模に関する情報
を得ることができる [3]。東海地震や南海地震については、
1000 年以上前の地震から 9 回の歴史記録が残されている
[2]。日本海溝ではほとんどの記録が江戸時代以降である

が、マグニチュード 7 から 8 程度の地震が繰り返し発生し
ていた。このような歴史記録に基づいて、海溝型地震の予
測が行われてきた [4]。

歴史記録からは認識されていない巨大津波の証拠は北
海道東部の太平洋沿岸域で見つかった。十勝、釧路、根
室地方の太平洋沿岸域において、歴史上知られている津波
の浸水域より奥深くまで分布する津波堆積物が広範囲で見
つかったのである [5][6]。この海域では、十勝沖地震や根室
沖地震等マグニチュード 8 前後の地震が数十年から百年程
度の間隔で発生してきているが、巨大津波はそれら複数の
地震が同時に発生する連動型地震が原因であると考えられ
た [7]-[9]。最後の巨大津波は 17 世紀に発生したと推定され
ているが、歴史記録が浅い北海道では、その状況がはっ
きりとわかる記録は存在しない。津波堆積物の調査と解析
によって、巨大津波の原因となった地震はマグニチュードが
8.5 程度で、発生間隔は約 500 年と推定された。これら研
究によって、地質学的な調査・研究から過去の地震・津波
規模が再現できること、また、マグニチュード 8 程度の海
溝型地震が繰り返し発生している場所でも、それらの規模
を大きく上回る巨大地震と津波がまれに発生することが明
らかになった。このような考えが正しいことは 2004 年スマ
トラ沖地震によって証明された。

3　これまでの東北地方の地震想定の限界
これまでの東北地方の太平洋側で発生する海溝型地震

は、主に江戸時代以降の歴史記録に基づいて評価され、
予測されていた。三陸沖を除くと、それらの地震はマグニ
チュード 7 〜 8 程度の規模で、マグニチュード 9 前後のも
のは知られていなかった。三陸海岸では 1611 年慶長三陸
津波、1896 年明治三陸津波、1933 年昭和三陸津波が発
生していることから、津波に対する対策が行われ、意識も
高かったと考えられる。しかし、仙台平野以南では、巨大
津波に対する意識は極めて不十分であった。ただし、1611
年慶長三陸津波に関しては仙台平野の沿岸部が大きな被
害を受けたことが知られており [10]、それ以前にも巨大津波
が来襲したことが歴史記録に残されている [11]。それが、西
暦 869 年の貞観地震とそれに伴う津波である。平安時代
に京都の朝廷で作成された日本三代実録には、陸奥国で
大地震があり、人が立っていられないほど揺れ、多くの建
物が倒壊したことと、津波が内陸部まで広く浸入したこと
が記述されている。しかし、その記述は当時の陸奥国の
国府があった多賀城の状況だと考えられ、津波の規模や
被害の広がりについては十分には明らかになっていなかっ
た。

活断層（内陸地震）
地震発生間隔

連動型地震M8程度の海溝型地震

津波堆積物・活断層地質記録

地震計

１万年3000年1000年400年100年10年

歴史記録

注

図1　過去の地震に関する情報が存在する期間と地震の発生間隔
巨大地震の発生間隔より長い期間の記録を確実にカバーできるのは地
質記録だけである。注：地震発生間隔は、異なるタイプのおおよその地
震発生間隔を示しており、地震の発生時期を示しているわけではない。
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4　貞観津波の復元
西暦 869 年の貞観地震によって発生した津波（以下、貞

観津波と呼ぶ）を再現するための調査研究は、野外での
津波堆積物調査、地質試料の分析、津波波源モデルの構
築からなる。津波堆積物という地質学的な証拠を徹底的に
明らかにし、地球物理学的手法を適用して過去の地震像を
推定することが、産総研の古津波研究の大きな特徴であ
る [12]（図 2）。

野外調査では津波堆積物の分布域を明らかにする。津
波堆積物がうまく保存されているかどうかは、さまざまな自
然条件やその後の人間活動が関係していることから、現場
で数多く掘削することが重要である（図 3）。多くの地点で
のデータを積み上げることによって、津波堆積物の分布域
を精度よく確認することができる。また、見かけが同じで
も年代が異なる津波堆積物が複数枚存在することから、
それらを間違いなく対比するためにも、密度の高い調査が
必要となる。同時に波源モデルの信頼性を向上させるため
には、できるだけ広域的な調査が必要である。

貞観の地震と津波については、吉田が 1906 年に歴史記
録を考察し、注意を喚起した [11]。仙台平野で貞観津波に
よって形成された津波堆積物が 1990 年以降に報告された
[13][14]。それらの調査結果を参考にしつつ、石巻周辺から
福島県北部まで調査範囲を広げて津波堆積物の分布を明
らかにするとともに、当時の海岸線位置を復元した（図 4）。

石巻では現在の海岸線から 5 km 以上内陸で貞観津波
の堆積物が見つかった [15]。貞観以前の津波堆積物も少な
くとも 2 層が、また貞観後にも 2 層の津波堆積物が確認

できた。石巻平野は過去数千年間で次第に広がってきてお
り、貞観津波来襲時には現在の海岸線より約 1.5 km 内陸
に海岸が位置していたことも明らかになった。

仙台平野では現在の海岸線から 4 km 以上内陸まで津
波堆積物が分布すること、当時の海岸線は 1 〜 1.5 km 内
陸にあったこと等が明らかになった。貞観の津波以前にも
3 回以上の、貞観後は少なくとも1 回の津波浸水があった
と推定された [16]。

野外調査で得られた津波堆積物の分析によって、津波
発生年代および地震に伴う地殻変動を推定することができ
る。年代を推定するため、津波堆積物の上位と下位に分
布する泥炭層中から植物の破片を取り出して、放射性炭素
14Cを測定した。この年代測定法は測定試料の選び方によっ
て大きな誤差が出てしまうため、測定試料の選定に十分な
配慮を行っている。年代測定の結果、津波堆積物はおおよ
そ 500 年程度の間隔で形成されていることが明らかになっ
た。また、堆積物中の珪藻化石を分析することによって、
福島県北部では貞観津波およびその前の津波発生時に沈
降したことも推定した。

これらの津波堆積物分布域まで浸水する津波を発生さ
せた地震の震源位置と規模を数値シミュレーションによっ
て推定した。津波堆積物の分布域だけから震源域の位置
を決めることは難しいので、日本海溝沿いで過去に発生し
たことのある地震を参考に、異なる地震のタイプと規模を
想定し、それぞれの断層モデルについて震源位置と地震
規模を変化させ（図 5）、それぞれ浸水域を計算し、津波
堆積物の分布域と比較した（図 6）。その結果、津波堆積

津波の波源モデル構築と数値計算
貞観津波モデルの構築
→宮城・福島沖でマグニチュード8.4以上

地震災害軽減

モデルの検証と
課題の認識

規模・周期・
影響の推定

宮城沖への
系統的な展開

調査・解析法
の開発

2011年東北地方太平洋沖地震

北海道太平洋岸の
津波堆積物研究

→巨大津波の再現
平川ほか2000、七山ほか2000、AIST 2004

869年貞観地震

Minoura & Nakaya 1991
阿部ほか1990
津波堆積物の発見

吉田（1906）
歴史記録

地球物理学的解析

広域的津波堆積物の分布
当時の海岸線位置の復元
津波堆積物年代測定→ 500－600 年間隔
珪藻化石分析→ 津波発生時の地盤沈降

地質学的調査・解析

東北地方太平洋沿岸の巨大津波研究

予測精度の向上 　　広報・防災対策

図 2　過去の巨大津波に関する研究の進展
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物の分布域まで津波が浸水するためには、宮城県から福
島県沖の深さ 15−46 km のプレート境界面上で長さ 200 

km、幅 100 km の範囲が 7 m の滑り（断層変位）を生じ
るマグニチュード 8.4 の地震が発生する必要があることを明
らかにした [17][18]。ただし、この震源断層モデルの構築に
当たって、津波浸水域が津波堆積物の分布域より広いこと
は考慮されておらず、また津波浸水域の北限と南限も明ら
かになっていない等、地震規模がさらに大きくなる可能性
も認識していた [12]（図 7）。

5　地震によって評価された貞観地震のモデル
地震の予測研究が進歩しない大きな理由の一つに、実

際に実験ができないことがある。現在使われている科学技
術は、実験の繰り返しによって築き上げられたものである
し、その陰には多くの失敗があったはずである。一方、地
震に限らず自然現象のスケールはケタ違いに大きい。その
ため、実験室内で岩石破壊実験はできるが、その実験結
果だけを用いて自然の地震を予測することはできない。高
温高圧下での岩石破壊・変形実験によって、地下深部での

貞観津波の頃の海岸線貞観津波の頃の海岸線

貞観津波の頃の海岸線貞観津波の頃の海岸線

3 km

3 km

0

当時の海岸線

石巻平野仙台平野

貞観津波と考えられる
堆積物を検出した地点
貞観津波の可能性がある
堆積物を検出した地点

貞観津波と考えられる
堆積物を検出した地点
貞観津波の可能性がある
堆積物を検出した地点

38°30’E

38°00’E

141°30’E141°00’E

38°00’E

38°30’E

141°00’E 141°30’E

図 3　仙台平野における津波堆積物調査
収穫の終わった水田で、ジオスライサーを用いて地下の地層を抜き取る。

図 4　石巻・仙台平野における貞観津波の分布域と当時の海岸線 [12]

いくつかの測線に沿って詳細な堆積物の調査を実施し、分布域を解明するとともに、当時の海岸線位置も確認した。
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岩石の力学的な性質は明らかになりつつあるが、物質の多
様性、流体の存在等地震が発生している地下深部の条件
は未知のことが多くあり、それらの自然の条件を完全に実
験室で再現することは不可能である。そのため、実際に発
生した地震のデータを解析することによって地震学は進歩
してきた。

津波堆積物等に基づいて過去の地震像を再現しても、
それが正しいかどうかは、実際に地震が発生しないと検証
できない。東北地方太平洋沖地震は、津波堆積物を用い
た研究により過去の地震が推定されている場所ではじめて
発生した巨大津波を伴う地震であり、古地震学的な研究の
有効性が検証できる機会となった。

地震規模からみると、マグニチュード 8.4 以上と推定し
た貞観地震のモデルは、東北地方太平洋沖地震の震源域
よりかなり小さいものであった。しかし、仙台平野では津
波堆積物の海岸線からの到達距離には貞観地震と東北地
方太平洋沖地震とは大きな違いはない [19]（図 8）。さらに、
東北地方太平洋沖地震によって形成された津波堆積物の
調査から、津波堆積物（砂層）が形成された範囲より、津
波（海水）は 1 〜 2 km 程度内陸まで浸水していることが
明らかになってきた [19]。この知見は、津波堆積物の分布
域から津波の規模を予測するために極めて重要である。こ
の差を考慮して貞観地震の津波規模を再評価する必要が

あるし、他の海域での津波堆積物調査の結果にも適用す
ることによって、津波規模の予測精度を向上させることが
できる。

このように、東北地方太平洋沖地震によって、津波堆積
物が過去の巨大津波の証拠として信頼性が高いこと、その
存在を自然からの重大な警告として受け止めるべきである
ことも実証された。一方で規模予測に関しては不十分な面
があり、課題が明確になった。

6　地震研究の社会への周知
兵庫県南部地震前は、関西では地震が起こらないとの思

い込みがあったといわれるが、六甲山が活断層の活動によっ
て隆起してきたことや、神戸でいつかは大地震が発生する
可能性があることは、地震以前から活断層の専門家の間
では知られていた。しかし、そのような一部研究者の知見
は地域の防災に活かされることはなかった。研究者による
地震に関する研究成果を社会の地震防災に活かすために
は、研究成果を客観的に評価し、防災上重要な信頼でき
る情報として国が社会に提供する必要があると判断され、
地震本部が設置された（図 9）。

兵庫県南部地震の後、活断層の危険性が広く認識され、
その活動履歴を明らかにするための調査が実施され、その
結果に基づいて地震本部から活断層評価として公表されて

図 5　貞観津波の波源モデルの計算例（文献 [17][18] より編集）
東北沖で沈み込む太平洋プレート上に異なる規模の断層面を想定し、津波を計算。
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きた。また、沈み込み帯で発生する海溝型地震についても
主に歴史記録に基づいて評価が公表されていた。このよう
に地震本部が地震の危険性を評価し、公表することによっ
て、自治体や社会が危険性を認識し、対策を講じるという
合理的なシステムが完成していた。

先に述べた貞観地震の研究成果についても、2010 年春
に産総研から地震本部に研究成果が提出され、地震本部
で約1年をかけて日本海溝全体の地震について評価の見直
しが行われていた。東北地方太平洋沖地震が発生してい
なければ 4 月にも貞観地震の評価も含めて公表されていた
と考えられる。公表されてもすぐに防災対策が実施できる
わけではないから、被害軽減にどこまで役立ったかわから
ないが、少なくとも石巻平野、仙台平野、福島県沿岸に巨
大津波が来襲する可能性があることを少しでも多くの人々に
知ってもらえる機会にはなっていたはずである。

地震本部からの研究成果の公表が間に合わなかったこと
をとても悔しく思ったし、成果の公表や周知をより迅速にで
きていれば、少しでも被害を軽減することができたはずで
あったという悔いは消えないであろう。一方で地震発生前
に我々は何もやっていなかったわけではない。研究成果は
逐次学会で発表し、その内容はマスコミの関心を受けて、
新聞・テレビ等でも報道されたが、地域の意識改革や防災
対策に結びつくことはなかった。数は少ないが宮城県で一

般向けの講演も行った。参加者数は限られているが継続
的に行っていれば、津波に対する意識を少しずつ変えるこ
とができたかもしれない。しかし、巨大津波の危険性を広
く社会に警告することを産総研の研究者だけで行うことは
能力を超えており、地震本部を中心とした情報伝達システ
ムを活用することが最も効率的で効果的であると考えられ
る。地震本部を中心とした地震に関する情報の公表システ
ムが存在する中で、そこからの最終的な評価が出る前に、
自治体等が防災対策を積極的に推進することは困難であっ
たと推定される。

地震本部が国としての地震の警告を社会に発信するとい
うシステムは、やはりとても重要で必要である。しかし、
国としての情報発信だけに、慎重になって時間がかかると
いう欠点がある。重大な災害になり得る研究成果について
は、最低限の客観的検証を迅速に行って公表するようなシ
ステムがあってもいいのではないかと考えられる。

地震発生後、地震に対する社会の不安と関心が高まっ
たため、多くの研究者による津波堆積物の調査や地震の
予測に関する見解が、十分な検証がされる前からマスコミ
によって数多く報道されるようになった。しかし、研究途
上の内容を社会に周知することには一長一短があると考え
られる。長所はもちろん社会へ早く情報が流れることであ
る。今回のような間に合わないという可能性をできるだけ小

Mw8.3 Mw8.3 Mw8.4 Mw8.4

Mw8.4
Mw8.4Mw8.3Mw8.3

仙台平野

石巻平野

すべり量5 m
Mw8.3

すべり量7 m
Mw8.4

Model 5:d15L200W100u5 Model 6:d31L200W100u5 Model 10:d15L200W100u7 Model 11:d31L200W100u7

図 6　貞観津波の波源モデルに基づいた浸水域の計算例（文献 [17][18] より編集）
図 5 のモデル 5、6、10、11 による石巻平野（上）と仙台平野（下）の浸水域。最終的にモデル 10（右から 2 番目）を貞観のモデルとした。
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さくすることができる。一方で、信頼性が確認されていな
い研究途上の結果であることも忘れてはならない。マスコ
ミは規模が大きな津波が予測されるという見解をすぐに取
り上げるが、後になってその見解が否定された際には、そ
の研究だけでなく、同様の研究に対する信頼性が低下する
可能性がある。そのような混乱を避けるためにも、迅速に
客観的評価を行うシステムが整備されることを期待する。

7　地震前後の社会の変化
東北地方太平洋沖地震の前は内陸地震が多発していた

ことから、日本社会では地震に対する意識は高かったと考
えられるが、津波に対する意識は低かった。そのため、巨
大津波が来襲する可能性があることの理解を得て、対策に
結びつけるために、説得力のある研究結果を示す必要があ
り、津波堆積物調査を時間をかけて丁寧に行った。また、
津波堆積物調査の結果を用いて津波規模を推定する際に
も、地震や津波の規模を根拠なく大きくすることは説得力
を失うことから、明確な証拠がある範囲での地震や津波
の想定を行ってきた。地震発生後は、これらの方針が正し
かったか疑問に思った時期もあった。しかし、明確な根拠
を示さずに巨大津波の予測を公表しても、地震前に社会が
そのモデルを受け入る可能性は低かったであろう。地震本
部からの成果公表が地震に間に合わなかったことは極めて

残念であるが、上記の研究方針は間違っていなかったと考
えている。

3 月11日に東北地方の沿岸部を襲った津波によって、津
波に対する不安が一気に高まった。地震前の国や自治体に
は、想定する地震の規模を十分な根拠もなく大きくするこ
とに大きな抵抗があったが、地震後は最大規模の地震・
津波を想定するという方針に変えた [20]。過去に実際に発生
したことが確認された地震を想定するのではなく、これ以
上大きな地震や津波は発生し得ないという最大規模の地震
を想定するという方針である。地震の専門家は、どこまで
想定規模を大きくする必要があるかについて、判断を迫ら
れている。地震研究への要求が 180 度変わったといっても
過言ではない。残念ながら、現在の地球科学は適切な最
大の地震規模を決めることができない。結果として、必要
以上に大きな地震および津波を想定する可能性が高い。最
大の地震規模を適切に決める研究が必要とされている。

8　今後の課題
日本社会は東北地方太平洋沖地震の衝撃から当分の間
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図 7　地震前に想定した貞観津波の波源断層モデル（モデル
10）[17][18]
石巻平野から福島県北部までのデータに基づいて作成されているの
で、さらに北側および南側まで広がる可能性はあった。

図 8　貞観津波モデルで計算した浸水域と2011年東北地方太
平洋沖地震の浸水域 [19]

貞観の津波堆積物分布域に基づいて計算した津波浸水域と、2011
年の津波浸水域がおよそ一致する。
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逃れることはできないであろう。また、今後どのような想定
がなされようと、地震や津波への不安が消えることもない
と考えられる。被害をできるだけ軽減し、不安感をできる
だけ小さくするためにも防災対策を着実に実施していくこと
が求められるが、適切なレベルの対策を決めることは容易
ではない。また、防災対策を進めても、自然災害に対する
危機意識を持続させることも忘れてはならない。そのような
ことを念頭に産総研地質分野の役割を考えると、やはり過
去の地震についてできるだけ詳しい調査を行い、どのよう
な地震がどこで発生していたかを明らかにしていくことと、
その情報を社会に発信し続けることが最も重要なミッション
であろう。過去の地震に関する情報とともに、現在の自然
科学のレベルで解明できること、できないことを提示する
必要がある。その上で、どのように対策を行うかを社会全
体で考えていくことが必要である。

産総研の研究成果が社会に広く活用されるためには、地
震本部から国によって再評価され、周知されるシステムが
今後も必要であると述べた。しかし、それだけでは地域社
会全体に十分な情報が行き渡らない可能性が高いし、時
間もかかる。地震本部の評価がどのような情報に基づいて
いるのか、どのような課題があるのか等について自治体や
地域社会等にもできるだけ詳しい情報を産総研から直接提
供し、同時に情報交換を積極的に進めることも必要である
と考えられる。さらに、国の評価が公表される前に自治体
等への情報提供も考えてよいだろう。そのような、情報提
供、情報交換を行うためには、県等の自治体との交流を定
期的に行い、信頼関係を築いていく必要がある。

同時に、日本列島の地質学的な特性等の、地質一般に
関する知識もわかりやすく提供することによって、自然を理
解し、さまざまな災害を想定した上で、日本の都市計画や

国土利用の方法を考えていく必要がある。日本人は今まで
も数多くの自然災害による被害を受けてきた。その苦難を
克服して今日の繁栄を築き上げてきた。例えば建築物の耐
震性は世界的にも最も進んだレベルにあると考えられる。
しかし、今の社会は全体として自然災害に対して脆弱になっ
ていることは否定できない。その理由の一つに、自然へ
の理解が足りなくなってきていることが挙げられるように思
う。地質学に基づいた過去数万年からそれ以上の期間に
起こってきた日本列島の変動を理解することによって、自然
災害に対する心構えも根付くと期待される。そのために必
要な情報を社会に提供していくことが、産総研地質分野の
ミッションであろう。
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査読者との議論
議論1 全般的コメント1
コメント（富樫 茂子：産業技術総合研究所）

この論文は、津波堆積物という地質学的な証拠を徹底的に明らか
にし、これに地球物理学的手法を適用して過去の地震像を推定して、
長期的な地震予測により防災に資する研究について、科学の社会貢献
の方法を論じています。

具体的には、1）津波堆積物の地質記録、歴史記録、観測記録等、
時間スケールの異なるデータを統合し、地球物理的モデルとしてシミュ
レーションすることにより、過去の地震の復元モデルを提示し、現実
に発生した地震によるモデルの検証を通じて、予測精度を向上させる
という科学の方法論を示しています。さらに、2）研究途上であっても
最新の研究成果を、社会に迅速かつ不確定性の範囲も含めて正確に
周知し、現実的な防災対策に貢献するための方法を論じています。

これらは、科学の社会貢献の方法論としての観点から、重要な問
題を提起しており、Synthesiology 論文として適切と考えます。

査読を通じて、上記の方法論としての意義をより明確に記述するよ
うに修正されました。

議論2　全般的コメント2
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）

古地震を復元するという研究目標を達成するために、津波堆積物の
地質調査という要素的な研究と地球物理的な方法とを統合した地震モ
デル構築の手法は、優れた第 2 種基礎研究と思います。東北地方太
平洋沖地震が起こる前に、この研究を高い完成度で仕上げていたこ
とに敬意を表します。

この研究で貞観地震が高い信頼性で復元されました。研究成果の
周知が、今次実際に起こった東北地方太平洋沖地震と津波に対して
時間的に十分間に合わなかったことは残念ですが、一方で、構築した
地震モデルが直ちに現実の事象によって検証されたことは、全くの偶
然であったにしろ、今後の大規模地震への我々の対応に大きな意義
をもつものと思います。将来あると考えられる大規模な東海、東南海、
南海地震とそれによる津波を高い信頼性で予測する上で、今回構築
された地震モデルが大いに役立つと思います。

議論3　地質学と地球物理学のアプローチ
コメント（小野 晃）

この論文で何カ所か、産総研地質分野の役割、ミッション、あり方
について言及されています。Synthesiology 誌が広い分野の読者から
読まれることを考えますと、論点を「産総研」に閉じるよりも、「地震学」
あるいは「地震研究」に広げることはできないでしょうか。

回答（岡村 行信）
「地震学」あるいは「地震研究」の主流は地球物理学をベースとし

た研究で、産総研が進めいている地質学をベースとする研究は少数派
でした。その少数派の研究が東北地方太平洋沖地震で注目されたわ
けですが、主流の研究者達も事前に警告を出せなかったことの原因
解明や、そのことを教訓とした今後の研究の方向性を議論していると
ころです。この論文では、地質学をベースとする地震研究の重要性を
強調し、また課題を議論することを目的としております。地震学全体
のあり方まで論点を広げることは本題から外れるうえ、私自身にも荷
が重い課題です。「はじめに」で産総研の地震研究と、地震研究主流
との違いを簡単に追記しました。

議論4　古津波研究についての科学の方法論としてのフローチャー
トの提示
コメント（富樫 茂子）

古津波研究についての科学の方法論としてやや一般化したフロー
チャートにしていただけると理解しやすいのではないかと思います。

回答（岡村 行信）
例を参考に、私なりにアレンジして、図 2 を作成しました。

議論5　「迅速に客観的評価を行うシステムの整備」に関するアク
ション
コメント（富樫 茂子）

6 章末尾の「迅速に客観的評価を行うシステムの整備」の提案に関
してのアクションはどのようなものでしょうか？

回答（岡村 行信）
客観的評価は、地震調査委員会のような国の機関が行う必要があ

ると考えられ、国の評価プロセスがスピードアップされることが最も効
率的だと思いますが、その実現は簡単ではありません。もう一つの方
法として、正しい津波堆積物調査の方法を論文化して公表することを
進めています。各研究者が信頼性の高い調査結果を公表するようにな
れば、結果として信頼性の高い津波評価が早く社会に広まることにな
ると期待しています。
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1　はじめに
1970 年代から我が国において国家プロジェクトとし

ても研究開発が進められてきた固体酸化物形燃料電池
（SOFC）は、ここへ来て急速に実用段階に近づきつつあ
る。すでに海外のいくつかのメーカーは 1 kW ～数百 kW
規模の SOFC システムを常に供給する体制を整えている
ものと思われ、日本においても昨年度から700 W 規模の
SOFCがエネファームの中核技術として市場に出はじめた。

このように SOFC の開発は、すでに一部のメーカーに
よりシステムが実用化・商業化されている状況ではある
が、実際にはセルやスタックレベルの製品が世間一般で

十分に信頼性にたるデータ付きで取引されているというわ
けではない。それらは依然、多くの企業において開発段
階であり、実際、多くの場合、長期耐久性や製造コスト等
の課題が残されている。これらの課題を克服するために
欧州では FCTESTNET やその後継プロジェクトである
FCTESQA[1] において試験条件の統一化・標準化を図っ
て、研究開発が加速してきた経緯がある。ここでの標準化
の作業は、主に試験方法や試験条件の統一化によってラウ
ンドロビンテスト等で行った試験結果の国際間の比較を容
易にするために進められていた。そのため試験条件等は、
とても具体的であり、想定しているセルやスタック（セルを

門馬 昭彦＊、高野 清南、田中 洋平、嘉藤 徹

高効率発電が期待されるSOFCは、実用化の段階に近づきつつあるが本格的な商業化に向けて試験方法の国際規格を作成し、商取
引の活性化による普及を考えなければならない段階に来ている。規格作成にあたってはその試験対象について中身を具体的に記述す
ることや具体的な形を想定して作ることができないこと、さらに試験条件にしても規格化して統一することが適当でないことという制約
があった。一方、試験結果の信頼性を担保するために試験結果の不確かさ評価を導入したが、その性能が多くのパラメータに依存する
SOFCの試験結果の不確かさ評価については、規格においてその評価方法を具体的に規定しておく必要があると考えた。この論文で
は、我々がSOFCの試験方法の国際規格作成および試験結果の不確かさ評価にあたって行った取り組みを報告する。

固体酸化物形燃料電池（SOFC）単セル/スタックの
発電性能試験方法の規格化における不確かさ評価
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積層したもの）も欧州が開発を進めている平板タイプのみ
が主たる対象となっていた。

これに対して日本においては NEDO 等による SOFC 関
連の R&D プロジェクトは存在していたが、試験方法の規
格・標準化の動きについては欧州等に対して遅れていた。

一方、日本では SOFC の特徴的な動作環境である高温
において、さまざまな使用環境条件を想定し、機械的強
度の確保や劣化速度の低減等による信頼性の確保をアプ
リケーションごとに実現するために、さまざまな指向性を
もった研究開発が行われてきた。その結果として、さまざ
まなタイプ（幾何学的な形状、単セル当たりの大きさ）の
SOFC が開発されつつある。それぞれのタイプのセルには
適切な動作条件が存在するので、これらの条件を統一して
試験条件を設定することは、さまざまなタイプの SOFC が
あらかじめ想定した使用条件を無視して比較することにつ
ながり、適切な比較ではなく、比較することの意義も疑わ
しくなる。

上記のような事情により、商取引を想定した SOFC 試験
法の国際規格の作成に当たっては、日本主導で行う必要が
あった。日本主導で行うことによってさまざまな使用条件
を想定したさまざまなタイプの SOFC が公正に試験され、
その結果としての試験データを踏まえて商取引が行われる
ことによって、さまざまなアプリケーションに適切な SOFC
が選ばれ、SOFC の発展・普及が加速されることが期待さ
れるのである。

我々のグループでは、燃料電池の燃料として使用される
ことが期待されている水素や都市ガスについて流量標準の
開発 [2] やSOFCシステムの高精度効率測定手法の開発等 [3]

を通して効率測定方法の JIS TS（Technical Specification:

技術仕様書）[4] の作成等、SOFC の普及や開発促進につな
がる標準化についての研究をいち早く進めてきた（図 1）。
また、さまざまなタイプの単セルの測定やスタック、システ
ムの測定を通じて SOFC の計測技術を確立してきた [5]。

これらの技術および経験のもと、SOFC の今後の展開を
見越して 2007 年度から経済産業省の委託を受け、SOFC
単セル／スタックの試験方法の標準化・規格化の作業を開
始した。実用化が近いと思われた SOFC の商取引の円滑
化および SOFC の普及をそれによって加速させることが重
要であると考えたからである。

SOFC の性能試験の国際規格を作成する際には、デー
タの信頼性を担保するために、得られたデータの精度につ
いて言及する必要がある。IEC やその他の国際規格の組
織では、国際標準や国家標準へのトレーサビリティが確保
された概念である「不確かさ」を、測定結果の信頼性の定
量的評価の尺度として用いることを提唱している。不確か
さ付きの測定値を試験のアウトプットとして提出することに
よって、初めて試験結果の国際比較ができるようになり、
規格が国際的な規定として意味のあるものとなる。

このような状況を踏まえて我々のグループでは、JIS TS
や 2007 年度に実施した 10 kW SOFC 実システムを用いた
効率測定において、入出力の計測値の不確かさ解析を行
い、測定した効率を不確かさ付きで評価し、計測の不確か
さ評価の導入を積極的に図ってきた [6]。

ここでは、2007 年度から 3 年間の経済産業省の委託に
よる SOFC セル・スタックの性能試験法に関する国際規格
の作成と、その中で扱う不確かさ評価への我々のグループ
による取り組みについて記す。

図 1 この研究における要素技術の統合と相互関係
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2　研究目標とその実現に向けたシナリオ
これまで述べたとおり、この研究の目標は SOFC 試験

法の国際規格提案であり、その中に現状レベルの技術に
おいて実施可能な不確かさ評価式・評価方法を盛り込むこ
とである。

最初のステップは規格案を審議するための委員会を組
織することであった。我々は委員会を組織するに当たり、
事前にアンケート調査を含む聞き取り調査を行い、主に
SOFC のメーカーが行っている試験方法や試験方法の規
格化にあたって、彼らがどのような考えをもっているかにつ
いて調査を行った。委員会の委員の構成はメーカー、ユー
ザー、中立者からそれぞれ同数となるようにし、中立的な
立場で委員会の議論が行われるように考慮する必要があ
る。しかし、SOFC が依然として開発途上の技術であり、
正確な意味でのユーザーがまだあまり存在しないことによ
り、結果的に委員会での議論がどうしてもメーカー寄りに
進む傾向があったことは反省点である。

第二のステップは規格の測定対象を確定することであ
る。上述の様に SOFC ではさまざまな形状、大きさのセル
／スタックが開発されつつあるので、規格においてセルやス
タックの細部にわたって、試験における部品やその状態お
よび試験条件を規定することは容易ではないし、現実的な
方法ではない。ここは、我々が試験法の規格を作成し始
めるにあたって最も悩んだ部分である。結果として我々が
選択した方法は、以下のとおりである。
①試験対象を「セル／スタックアッセンブリー」とし、この呼
称によって取り扱う対象がセルおよびスタックであることを
明示する。
②「セル／スタックアッセンブリー」の中身をブラックボック
スとし、任意のSOFCに対応可能なようにする。
③計測システムと「セル／スタックアッセンブリー」のイン
ターフェースを定義し、規定では必要なインターファイスおよ
びそれらを介した入出力値の測定方法について記述する。

つまり、規格で試験対象の構成についてすべてを規定す
ることが必ずしも最良ではないので、規格で決めるべきで
ない（製造者や試験者に判断を任すことが適当であると考
えられる（任意性））部分を、セル／スタックアッセンブリー
というブラックボックスの中に入れて、計測系とのつなぎの
部分だけを規定するという考え方である。こうすることに
よって、規格で扱う対象はセルだけではなくスタックにも広
げることができた。

最後に、測定結果の妥当性を担保するために不確かさ
の概念を導入することにしたが、それをどのような形で規
格に取り入れ、評価式をどうするかを検討する必要があっ
た。不確かさ解析のよりどころとする指針（GUM）[7] には

不確かさの一般式が記載されているが、これをそのまま
SOFCの性能試験において結果の不確かさ評価式とするこ
とは適切ではないと考えた。一般式を具体的な式に展開す
る際にはさまざまな任意性がある。また、一般式を正直に
そのまま適用しようとすると、あまりに多くの作業を不確か
さの評価者に課してしまうこととなり、結果として使えない
（使ってもらえない）規格になる危惧があったからである。
したがって、規格で規定する不確かさ評価式は簡便にし、
具体的にその方法を記載して方法を統一する必要があると
考えた。以下では、不確かさ評価式の導入にあたり我々が
行った方法を示す。

3　SOFCの性能測定における不確かさ
3.1　不確かさ評価の方針について

SOFC の性能は測定の際に設定するさまざまな条件に依
存するので、測定結果の不確かさを簡単に求めることがで
きる訳ではない。そこで我々は、燃料電池関連の既存の国
際規格や検討中の国際規格において不確かさ評価がどの
ように扱われているかについて調査した。

以下は、燃料電池関連の国際規格等における不確かさ
の取り扱われ方について調べた例である。発行年からわか
るように我々がこの研究を始めた 2007 時点において不確
かさ評価付きで燃料電池の性能評価を推奨する規格がとて
も少なかったことがわかる。

（1） 定 置 用 燃 料 電 池 システム の 性 能 試 験 法 IEC
（International Electrotechnical Commission：国際電気
標準会議） 62282-3-200（2010 年回付 CDV, Committee 
Draft for Voting: 投票用委員会原案）[8] においては、系統
不確かさ（計測器の精度や校正時の誤差に由来する）と
偶然不確かさ（データの変動に由来する）に分類して合成・
評価する方法を Annex に例として記載し（コンピューター
による計算結果表等）、具体的な方法は GUM を参考に決
めることとしている。この CDV における不確かさの扱い
は ASME の同じく燃料電池システムの性能試験法（ASME

（American Society of Mechanical Engineers：米国機械
学会） PTC 50-2002[9]）とおよそ同じ内容となっており、試
験は、steady stateで行うとしている。

不確かさの計算は、得られた効率に対するもののみで、
燃料ガス組成に対する感度係数は、理論上計算によって求
めることが可能である。システムの評価はセルやスタックの
温度を決めて行うわけではないので、その不確かさ評価を
行う際の入力量はセルやスタックの評価よりも限定され、燃
料組成や流量に依存する入力熱量と電気出力の不確かさの
みを考慮すればよいということである。

（2）前述の FCTESQA からは 2009 年末に IEC に PEFC
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（polymer electrolyte fuel cell：固体高分子形燃料電池）
の I-V 特性試験法に関する DC（Draft for Comment: コ
メントを募るための資料。IEC 内の非公式文書のため参
考文献にはあげない）が提出された。この試験法の中で
は、各測定値に対して "measurement uncertainty" の許
容値を規定している。ただし、安定状態を定義する際に
"measurement uncertainty" を引き合いに出して、変動が
その範囲内に入ることとしている等、測定値の変動と測定
値の不確かさを明確に区別していない状況がうかがわれ
る。もっとも、"measurement uncertainty" 自体は、入力
パラメータの相関を含む一般式で定義している形をとって
いたが、不確かさの求め方の具体的な方法については一切
触れられていない。

（3）2010 年に発行された PEFC の単セル試験法 TS[10] は、
我々が規格案を検討している段階では CD（Committee 
Draft: 委員会原案）であったが、その中で入力量の最大
許容変動幅と試験機器の最大不確かさを規定していた。
最終的に発行された TS においては、附属書の中に試験
報告書のひな形として、測定の不確かさ（measurement 
uncertainty）を記載するように推奨しているが、具体的な
求め方は GUM[7] を参照するような記載となっている。

以上の様な状況を踏まえ、我々が提案する SOFC 性能
試験法の国際規格案における不確かさ評価については、
基本となる指針を以下のようにすることとした。

（a）不確かさ評価は GUM を参考とし、評価式と具体的
な求め方を記載することとする。不確かさ評価は統計的な
解析による A タイプおよびそれ以外の手法による B タイプ
の不確かさを個別に求めて、それらを合成することによっ
て行う。不確かさの一般式からは実際に不確かさ評価を
行う手順を導くことが困難で、これを評価者任せにすると
評価方法がばらばらになる（評価方法に統一性がなくなる）
ことが考えられ、それを避けるためである。

（b）入力量の許容最大変動幅および機器の最大不確かさ
を規定し、測定は入力量が許容変動幅に収まった安定状
態で行うこととする。こうすることによって A タイプおよび
Bタイプの不確かさのいずれもおおよその許容値が定まるこ
とになる。また、安定状態で測定を行うことによって、不
確かさを評価する際に入力量同士の相関を考慮する必要が
なくなると考えた。

（c）評価をする際にあまり多くの作業を評価者に強いるよ
うなものとはしない。規格は商取引における性能試験のた
めのものであるので、不確かさを正確に求めること自体が
要求されるわけではない。試験者がどの程度のレベルの
正確さで試験を実施し、結果を提出しているかが判断でき
ればそれで良いと考え、それを不確かさ評価の目的とした。

そして、この目的を達成するために、試験者に日常行って
いる試験手順からの大幅な逸脱を強いるものであってはな
らないと考えた。

これらの方針により、我々が行うべき作業は不確かさ評
価の一般式から、不確かさへ与える影響が少ないと思われ
る部分を切り離し、また、具体的な評価作業を併記して、
不確かさ評価者が平易に評価できるような形にすることと
なった。
3.2　規格案における不確かさ関連の記載について

このような状況を考慮して作成した規格案における不確
かさ評価に関連した内容について以下に述べる。

規格案に盛り込んだ性能試験の内容は、定格出力試験、
電流－電圧特性試験、有効燃料利用率依存性試験、長期
耐久性試験、内部インピーダンス試験等であるが、これら
の試験の中には不確かさ評価がとても難しいものや手間が
かかると予想されるものがあるので、規格案では定格出力
試験の結果のみ不確かさ評価をすることを義務付けるよう
にした。ここで定格出力試験とは、電流あるいは電圧を1
点に保った状態で電圧あるいは電流を測定する試験であ
り、それ以外の制御パラメーターもすべて一定に保持した
うえで行う1 点試験である。二つあるオプションのうち、以
下では、一般的に行われているであろうと思われる電流制
御による電圧測定の場合を例にとって説明する。

上記の方針により規格案では、規格で定めたすべての試
験において満たすべき条件である電流、ガス流量等の入
力値の変動の許容範囲を決めた（表 1）。実際に測定する
際には、試験者が目標とする測定量の不確かさを得られる
ように、この範囲内で変動の許容範囲を決定することにな
る。これによって不確かさの偶然誤差に由来する許容値を
定めたことになる。また、「安定状態」として、入力量が
試験者の定めた変動の許容範囲以内で、しかも測定が目
標とする不確かさを満足するレベルで系が安定した状態と
定義し、すべての測定はこの「安定状態」を確認した後に
行うこととした。これによって測定が系の急激な条件の変
化に伴う過渡応答や種々のドリフト状態のもとで行われる
ことを防止している。結果として測定値の変動は、主に偶
発的なノイズや制御しきれない入力量の微少変動によるも
のと考えることができるようになり、不確かさ解析において
入力量の相関を考慮する必要が少なくなると考えた。

また、測定機器の不確かさ（系統誤差による）としてそ
の最大許容値を定めた（表 1）。これは機器の校正時の不
確かさを意図して定めたが、機器が校正されていることを
条件として、簡便に機器の確度等のカタログ値から一様分
布を仮定した Bタイプの不確かさによって判断しても良いこ
ととしている。
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4　SOFCの特性測定における不確かさ
4.1　不確かさ影響因子の実験的検証による選別

SOFC の特性は、セル温度、燃料流量、空気流量、動
作圧力、温度分布等に依存する。したがって、これら入力
量の制御や測定の不確かさは、測定量の不確かさに影響
を及ぼすこととなる。我々は、これら多くの入力量が測定
量の不確かさに及ぼす影響を調査し、調査結果をもとに
不確かさ評価に取り入れるべきものとそうでないものとに分
けることとした。

図 2（a）には例として雰囲気の圧力を変えて測定した単

セルの電圧の圧力依存性を示す。測定は開回路電圧（電流
＝ 0 A）、燃料利用率 50 %（電流＝24.4 A）、燃料利用率
70 %（電流＝34.1 A）の 3 条件で行っている。それぞれ
の曲線の傾きは、電流やガス流量を一定に保ってセル電圧
を測定したときに、圧力が設定値からずれた際の電圧測定
値の不確かさへの寄与の大きさを示すことになる。図に示
したデータから求めたセル電圧の圧力依存性は、1 気圧近
辺では 0.3μV/Pa 程度であり、通常の使用気圧の範囲内
で測定が行われるならば、気圧変動による測定量V の不
確かさのへの影響は小さいと考えることができることが分

表 1　規格案で定めた許容変動幅、機器不確かさおよび入力量の不確かさ評価への対応

図 2　セル電圧の各種燃料利用率における圧力依存性
（a）電解質支持タイプセル、　（b）アノード支持タイプセル

開回路電圧
燃料利用率：50 %
燃料利用率：70 %

開回路電圧
燃料利用率：50 %
燃料利用率：70 %
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Tcell=750 ℃　H2：340ml/min
effective area：113 cm2

Tcell=700 ℃　H2：300 ml/min
effective area：100 cm2

サイズが大きなセル・スタックのように対象が複数の温度測定点を有する場合には許容温度
分布幅を製造者が定めて、測定はその範囲内で行うこととし、不確かさ評価には含めない。
100 cm2 程度の平板セルでは温度分布が少ないことを実験により確認。

温度分布

通常は圧力を変えて測定できないので不確かさ評価に含めない。ただし、試験時の大気圧
を測定する。また、不確かさに与える影響は少ないことを実験により確認したが、試験圧力
が１気圧と大きく異なる場合等は問題となる可能性もある。

大気圧

読み値の±1 %酸化剤ガス圧力

読み値の±1 %燃料ガス圧力

×（性能に影響を与えな
いような温度と規定）

－

－

－

－

－読み値の±1 %性能に影響を与えないような温度であれば
問題ない酸化剤温度

×（性能に影響を与えな
いような温度と規定）－読み値の±1 %性能に影響を与えないような温度であれば

問題ない燃料温度

△（一部不可）ガス製造者
が発行する組成表の提出
等で対応

混合ガスの供給方式による。
単独で組成を変えることは
出来ない

O2 濃度について±0.3 mole% (N2 バランス）O2 ±0.3 mole% (N2 バランス）酸化剤組成

△（一部不可）ガス製造者
が発行する組成表の提出
等で対応

混合ガスの供給方式による。
単独で組成を変えることは
出来ない

H2, H2O, N2 は±2 mole%、
CO,CO2, CH4 は±1 mole%

H2, H2O, N2 は±1 mole%、
CO, CO2, CH4 は±0.25 mole%燃料組成

◯

実験により決定（定格流量
±10 ～ 20 % 程度の流量
幅で測定）

読み値の±1 %定格値の±1%酸化剤流量 ◯

実験により決定（定格流量
±10 ～ 20 % 程度の流量
幅で測定）

読み値の±1 %定格値の±1  %燃料流量 ◯

実験により決定（定格温度
±50 ℃程度で測定）定格温度の±1 % （℃）設定値の±1 % （℃）ユニット温度 ◯

実験により決定定格電流の±1 %電流制御の場合　定格電流の±1 %電流

◯実験により決定開回路電圧の±0.5 %電圧制御の場合　設定値の±1 %電圧

不確かさ評価への対応感度係数の測定測定機器不確かさ変動の許容範囲入力量

×

×

×

×
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かった。ちなみに我々の規格においては、目安として、測
定量の不確かさとして 1 % 程度以内を目標とすることを前
提として考えている。

SOFC には幾何形状や大きさだけではなく、支持体に
何を使用するかによってもタイプの異なるものがある。先の
図で使用したセルは電解質支持タイプであり、電解質の両
面に成膜された電極は比較的薄く、電極多孔体中での反
応種や反応生成物の拡散の影響を比較的受けにくいという
特徴がある。これに対してアノード支持やカソード支持タイ
プの SOFC では、多孔体の厚みが厚くなるので、ガス拡散
の影響を受けやすくなり、動作圧の依存性においても本質
的に前者とは異なる影響を与える可能性がある。図 2（b）
には、アノード支持タイプの SOFC 単セルで測定したセル
電圧の圧力依存性を示した。低圧力側で先ほどの依存性
とは大きく異なる様子が観測されるが、1 気圧におけるセ
ル電圧の圧力依存性は 0.2 ～ 0.5μV/Pa 程度であり、や
はりこの場合も不確かさに与える影響は大きくないことが
確認できた。

一方、SOFC の温度分布の問題は測定の不確かさを考
える上でとてもやっかいな問題である。均一な温度に保た
れた SOFC の性能を測定して、そこで得られた性能がそ
の温度における特性であるとすることができれば理想的で
はあるが、現実の測定では必ずしもそのような状態で測定
することができるわけではない。また、SOFC が使われる
状況を考えれば、温度分布がある状態こそが本来の使わ
れ方であるという考えもある。

そこで、実際に SOFC の単セルの温度分布を測定した
が、その例が図 3 である。温度分布はセルを高温に維持
するための電気炉への設置状況や温度制御の仕方によって
も異なるが、ここでは我々が通常使用している実験装置系
へ設置し、温度制御は 1 点制御で行っている。

内部改質反応があまり期待できない電解質支持タイプの
セルに、燃料として水素を流した際の温度分布を示したの
が図 3（a）である。ガスの供給は円板形セルの中心部か
ら行われており、そこから外周部へ向かって流れている。
この場合の温度分布は負荷の状況にかかわらず、セルの
平均温度から± 2 ℃程度の範囲に収まっていることがわか
る。これは設定値の±1 % 程度までの変動を許容するとし
た規格案から判断すると、十分許容できるレベルであると
考えられた。一方、SOFC の利点の一つとして期待される
内部改質特性をもつアノード支持タイプのセルを使用して、
燃料を部分改質メタンとした場合に測定した温度分布を図
3（b）に示す。図では未改質メタンが内部改質される際の
吸熱反応により、入り口付近で温度が下がることが確認さ
れている。負荷状況によって多少の温度分布の違いはある
が、それでも平均温度± 3 ℃程度の温度分布に収まってお
り、温度分布をセル内の部分的な温度変動としてとらえる
ことができると仮定するならば、内部改質反応が起こる場
合でも、この程度の使用条件であれば十分許容範囲に収
まると考えられた（実際には温度分布により局所的なイン
ピーダンスの分布が生じ、電流分布が変化するので、温度
分布の影響を評価するのはとても困難であるが）。

以上のように実験による検証を通じて、気圧や温度分布
については、不確かさに与える影響は少ないものとして不
確かさの評価式には入れないこととした。本来であればこ
れらが不確かさに与える影響は無視できる程度に小さいも
のとは言えず、不確かさ評価式に含めてしかるべきもので
ある。しかし、セル製造者が製作する個々の型式のセル
において圧力の依存性や温度分布を測定することを期待す
ることはできない（実際に実用セルにおいてこの論文で報
告したような圧力依存や温度分布を測定した例はほとんど
発表されたことがないのが現状である）。また、温度分布

図 3　単セルの温度分布測定例
0.25 φシース熱電対（OKAZAKI SUPER COUPLE 1000H）による（a）電解質支持タイプセル、有効電極面積：113 cm2、
燃料：純水素（b）アノード支持タイプセル、有効電極面積：113 cm2、燃料：部分改質メタン

燃料利用率：70 %
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を測定したとしても温度分布が不確かさに与える影響を見
積もることはとても困難である。このような理由があるので
それらが不確かさに与える影響は少なく、不確かさ評価式
から省いても不確かさ評価の目的自体は達成できると判断
できるレベルであったことは、結果的に幸運であった。

また、規格案では試験対象ユニットにおいて温度測定が
複数箇所あるものの温度分布については、温度分布の許
容範囲をあらかじめ製造者が決定することとして、測定は
その温度分布の範囲内で行うこととした。つまり、その範
囲内であれば不確かさを考慮する必要はないとした。
4.2　導入した不確かさ評価式

以上のような状況から規格案において提案した入力量Xj

を制御して SOFC の電圧V を測定する際の不確かさ評価
式を以下に示す。

Xj∂
V∂ここで、u（X）はX の標準不確かさ、下付きI は、計測

機器による不確かさ、同じくF は変動による不確かさ、
　　は測定量V の入力量Xj に対する感度係数を表し、実
験によって決定する。また、入力量の平均値と設定値の差
から感度係数を用いて測定量に対して補正を行うこととし
た。上述のような事情と実験結果により、不確かさ評価式
で考慮すべき入力量は表 1 に示すとおりとした。

規格案では附属書にて温度計測、電流計測、流量計測、
電圧計測について機器不確かさの求め方と、それらと変動
による不確かさからそれぞれの測定値の不確かさの求め方
を示した。このようにすることによって、上式がさまざまに
解釈されることなく統一された不確かさ評価が行われるも
のと考えた。
4.3　測定量と入力量の関係（感度係数の測定）

不確かさの評価式における感度係数は実測によって得る
こととしている。前述のとおり不確かさ評価は定格点での
み行うようにしたので、この測定は定格点のまわりで入力
量を振って電圧測定を行うことになる。例としてユニット温
度に対する感度係数を求める際の測定データを図 4 に示
す。定格点が 750 ℃で燃料利用率 70 %である場合には、
図におけるその点での傾きが感度係数になる。ここで感度
係数を求める実験での入力量の振り幅について述べておく
が、一般に SOFC のメーカーは定格条件近辺で温度やガ
ス流量を変えた測定を行っている。ユニット温度の場合、
通常 50 ℃程度の間隔で行われている。そこで感度係数を
求める際のユニット温度の振り幅については、規格案では
± 50 ℃程度で測定をするように推奨した。したがって図 4
に示すデータは定格温度とその± 50 ℃において電流－電

圧特性の測定を行うことによって得られるので、このような
感度係数の測定がメーカーにとって新たな負担になることに
はならないように配慮したということである。

一方、感度係数を測定することができないために不確か
さ評価ができない場合もある。表 1 には、SOFC 試験に
おける入力量に対する感度係数の求め方および不確かさ評
価への対応を示したが、燃料組成や酸化剤組成について
は不確かさ評価をできない場合がある。混合ガスボンベ等
を使用してガスを供給する場合等では、混合ガスを構成す
る1 種のガスの濃度だけを独立に変化させて感度係数を測
定することが実際問題としてできないために、組成の不確
かさが電圧に与える影響を評価することができない。

5　SOFC性能試験における不確かさ解析の例
表 2 には、実際に我々が性能試験に使用している計測

機器および制御機器を用いて、SOFC 平板単セル（100 
cm2）の定格出力試験を行った際の不確かさ解析表（バ
ジェット表）の例を示す。測定値の変動が大きい場合には、
繰り返し測定を行うことによって不確かさを抑えることがで
きるが、30 回（1 point/sec）程度の測定を一通り行っただ
けでも系が安定している状態で測定すれば、測定値の変
動が不確かさへ与える影響は小さいことがわかる。定格出
力試験では、最終的に入力量である電流と測定量である
電圧の積である電気出力をアウトプットとして算出する必要
があるので、表 2 の右端の欄には出力換算の不確かさを
示している。それらを比較すれば、不確かさの成分の大部
分はセルの温度計測に由来するものであることがよく分か
る。さらにその内訳では、使用した熱電対に由来する不確
かさが大きいこともわかる。不確かさ解析の利点として、こ
のような表を作成することによって、どの測定を改善すれば

図 4　温度のセル電圧に対する感度係数を求める際の実験例
入力量の振り幅を± 50 ℃程度とした。
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測定量の不確かさを少なくすることができるかを、容易に
把握できるようになることがあげられる。この測定では、
温度測定に K 熱電対（クラス 2）を用いているが、これを
クラス 1 に変更することによって電力測定の標準不確かさ
は 0.13 W（0.52 %）から 0.08 W（0.33 %）まで改善される。

また、以上のことから安定状態を適切に判断して測定を
すれば、測定値の変動が不確かさへ与える影響は小さいと
思われるので、試験において使用される機器による不確か
さだけから、試験結果の不確かさをおおよそ予想できるこ
とになる。そこで、規格案において規定した機器不確かさ
の最大許容値をもつ測定機器を使用したと仮定して、同一
セルを試験した際の不確かさとして、相対拡張不確かさを
1.4 % と見積もることができた。規格案では、規定以内の
不確かさをもつ機器にて測定するように定めているので、
この規格案をもとに試験者が測定方法の計画を立てて実
施すれば、相対拡張不確かさ1.4 % 程度以下の測定結果
を得ることが可能であることが確認できたことになる。た
だし、この値は、測定対象によって異なり、異なった感度
係数をもつ対象を試験する場合や、ガス利用率が高い状
態を定格条件とする場合には、大きく変わる可能性がある
ので注意が必要である。

6　まとめ
規格案でまとめた入力量の最大変動幅や機器の不確か

さは、我々がまずたたき台となる数値を示し、委員会での
議論を通じて、各社が納得できる値として決定したもので
ある。結論として、この規格案にもとづいて試験をするこ
とによって、最大でも相対不確かさ1.4 % 程度の測定がで
きることが確認され、SOFC の商取引を想定したものとし
て妥当な内容の規格案になったと考えている。

しかし、この規格案に盛り込んだ定格出力試験での不
確かさ解析およびそのための不確かさ評価式は、NP（New 
Work Item Proposal: 新業務項目提案書）を準備する際
の国内委員会にて最終的には規格案から省かれた。した
がって、不確かさについては NP では入力量（制御パラメー
ター）の最大許容変動幅と機器の不確かさだけが残る形と
なったが、その場合においても上述のような最大不確かさ
が確認されたのは幸いであった。

不確かさ解析が規格案から外れた最大の理由は、やは
りまだ多くのメーカーにおいて不確かさの概念が浸透して
おらず、不確かさ解析の煩わしさのみが先行してしまったこ
とによる。我々は、不確かさの評価式の提案に当たっては、
なるべく試験者の負担が軽くなるような式（方法）を導い

表 2　SOFC 単セルを使用した電流制御定格出力試験の不確かさバジェット表の例

2.58E-018.60E-03拡張合成不確かさ ( k = 2 )

1.29E-014.30E-03合成標準不確かさ

B9.31E-041.61E-03 V±(0.05 % of rdg+12digits)記録計

B5.34E-049.25E-04 V±(0.1 % of rdg + 0.1 mV)絶縁アンプ

29A6.26E-05

3.22E-021.07E-03V/V1.00E+001.07E-03 Vセル電圧

5.02E-010.87 Nml/min±(0.05 % of rdg+12digits)記録計

B2.89E+0150 Nml/min±1 % of full rangeMFC

29A5.09E-01

2.88E-049.59E-06Vmin/Nml3.32E-07Nml/min2.89E+01空気流量

B4.05E-01MFC Dry cal を用いた校正による計測機器

29A8.68E-02変動

5.26E-031.75E-04Vmin/Nml4.23E-04Nml/min4.14E-01燃料流量

B7.80E-020.135 A ±(0.05 % of rdg+12digits)記録計

B8.70E-030.015 A ±0.05 % of rdg分流器計測機器

29A1.83E-03変動

1.64E-025.45E-04V/A6.95E-037.85E-02 A電流

B1.01E+001.751 ℃ ±(0.15 % of rdg + 0.7 ℃)記録計

B3.03E+005.253 ℃ ±0.75 % of rdg in degree C熱電対 
(K, クラス２）

計測機器

29A4.90E-03変動

1.24E-014.13E-03V/℃1.29E-033.20E+00 ℃セル温度

電力換算の
標準不確か
さ (W)

電圧換算の
標準不確か
さ (V)

感度係数自由度不確かさ
のタイプ標準不確かさ誤差限界確度等不確かさ要因入力量および

測定量

計測機器

変動

計測機器

変動

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
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たつもりであるが、不確かさ評価のメリットについての説明
が十分ではなかった。不確かさの概念は、データの信頼
性をトレーサビリティ体系のもとで国際的に保証するもので
あり、多くの国際標準化組織によって推奨されており、今
後ますます国際規格等で導入されるものと考えられる。一
方、不確かさ評価により期待される効果は、良い製品を製
造するメーカーにとってはそれを行う価値が十分にあるとい
うことを、この分野のメーカーに認識してもらうまでには少
し時間がかかるようである。

この規格案は現在、国際ＷＧの場で審議段階であり、
他国の提案によりいつ不確かさ評価の導入が提案されるか
わからないような状況である。また、国内委員会に限って
みれば不確かさ評価については、委員会で我々が行った説
明や議論を通じて、その概念が少しずつ浸透してきている
と思われる。したがって、突然提案されるかもしれない不
確かさ評価について、その是非を判断するための議論の下
地づくりに貢献できたのではないかと考えている。

筆者らは不確かさについての専門家ではないが、不確か
さ研究の専門家の間では「最も大きな不確かさは考慮され
ていない要因に存在する」というような格言（？）があるよ
うである。今回の不確かさ評価においても、文中にも述べ
たように

①温度分布に起因する性能の変化
の他に

②試験者の違いによるバラツキ
③サンプル間のバラツキ
④経時変化によるドリフト

等がそれにあたる可能性があり、残念ながら上記格言の呪
縛から逃れることができたわけではないと考えている。こ
れらのうちの一部は我々の不確かさ評価の方針にしたがっ
て外した部分でもある。さらに経時劣化によるドリフトにつ
いてはSOFCの耐久性を議論する際には不可欠であり、現
在、耐久性の試験方法について検討を積み重ねているとこ
ろである[11]。

以上、グローバルに展開される技術の普及を見据えた場
合に、避けて通れない国際規格化に臨んで我々が選択し
た方法論について記述したが、それが少しでも同様に技術
開発に携わっている諸兄の参考になれば幸いであると同時
に不確かさ評価についても多くのご意見・ご批判をいただ
きたいと思っている。
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信頼性を判断してもらうようにしました。したがって、ご指摘のような
定格試験結果の不確かさが、不確かさ評価を義務付けなかった他の
試験結果に依存するということではありません。定格出力試験以外
のその他の試験のなかには、本当に不確かさ評価の難しいものもあ
り、また、我々でもどうしてよいかよく分からないものもあり、特に不
確かさ評価を必須としませんでした。不確かさ評価に過度の負担を
かけることは、委員会での意見にも逆行し、この規格を使いやすい
ものとして普及させたいという思いにもそぐわないとの判断です。

議論2　不確かさ評価ができない場合の対応
質問（立石 裕）
「4.3 測定量と入力量の関係（感度係数の測定）」の最後で「混合ガ

スボンベ等を使用してガスを供給する場合等では、混合ガスを構成
する1 種のガスの濃度だけを独立に変化させて感度係数を測定する
ことが実際問題としてできないために、組成の不確かさが電圧に与え
る影響を評価することができない」と記載されていますが、「評価す
ることができない」ことは問題ないのでしょうか？

回答（門馬 昭彦）
規格案では、燃料ガスの供給方法に対していくつかのケースを想定

して作りました。このうち混合ガスボンベを使用して供給する場合に
は、不確かさ評価を行うことが事実上難しく、不確かさ評価はでき
ないと判断しました。この場合、ユーザーには試験報告書に記載す
ることを規定した試験条件や混合ガスの組成分析表を参考にして、
独自に試験データの信頼性を判断してもらうことになります。不確か
さ評価ができないということは、確かに問題ですが、いたし方がない
との苦渋の判断です。



シンセシオロジー　研究論文

−253− Synthesiology　Vol.5 No.4 pp.253-260（Nov. 2012）

1　はじめに
サステナブルマテリアル研究部門では、民生部門におけ

る CO2 の排出量削減に役立つ材料として、「省エネルギー
型建築部材」の研究に取り組んでいるが、環境応答機能
薄膜研究グループでは、その中の窓ガラスの研究を受け
もっている。民生部門のエネルギー消費の中で、冷暖房
の占める割合は約 30 ％に達するが、その冷暖房のエネル
ギーに大きな影響を与える部材が窓である。窓の目的は光
を取り入れることにあるが、通常の窓ガラスでは可視光以
外に熱も透過し、建物の断熱性を悪くする要因になってい
る。したがって、窓の断熱性を高めるだけでも大きな省エ
ネルギー効果があり、最近は、断熱性の高い複層ガラスや
Low-e ガラスの普及が進んできている。しかし、夏暑い日
本ではこの断熱に加え、外部からの日差しを効果的に遮る
（遮熱する）ことでさらに省エネルギー効果を高めること
ができる。このような目的で、光や熱の出入りをガラス自身
でコントロールする窓ガラスが調光ガラスである。

調光ガラスは、光学的性質を可逆的に可変できる薄膜材
料（クロモジェニック材料）をガラスにコーティングすること
で実現することができる。調光ガラスにもさまざまな種類
があり、例えば、電気的にスイッチングできるガラスはエレ
クトロクロミック（electrochromic）ガラス [1]、温度によっ
て変化するガラスはサーモクロミック（thermochromic）ガ
ラス [2]、まわりの雰囲気（ガス）で変化するガラスはガスク
ロミック（gasochromic）ガラス [3] と呼ばれる。これらの調
光ガラスの中でもエレクトロクロミックガラスは研究の歴史
も長く、外国では一部商品化も行われている。

日本では、1990 年代までは大手ガラスメーカーを中心に
エレクトロクロミック調光ガラスの研究が盛んに行われ、筆
者（吉村）も、産総研中部センターの前身である名古屋工
業技術研究所の時代から、サンシャイン計画・ニューサン
シャイン計画におけるパッシブ型省エネルギー材料の一つ
として調光材料の研究に携わっていた。しかし、性能的に
は優れた物が作製できるようになったものの、コスト面等

吉村 和記＊、田嶌 一樹、山田 保誠
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で実用化のめどが立たないということで、2000 年頃にはい
ずれも研究が終了してしまい、いわゆる「死の谷」（「悪夢
の時代」）に入り込んでしまっていた。

その頃、筆者（吉村）が、この調光ガラスの研究を再び
活発にする起爆剤になるかもしれないと着目した材料が「調
光ミラー」である。調光ミラーは、1996 年にオランダで発
見された新しい調光材料 [4] で、これまでの調光材料が、
透明な状態から濃い青色に変化するのに対して、透明状態
から鏡状態に変化するという特徴がある。鏡状態では太
陽光を反射して遮蔽できることから、実用化すれば、これ
までの調光ガラスよりも、より遮蔽性能に優れた窓にする
ことができる。調光ミラー薄膜の研究を進めるにあたって
は、当初から、単に材料の研究を行うだけでなく、省エネ
ルギー窓ガラスとして実用化するということを念頭において
研究を進めてきた。この論文では、この調光ミラーガラス
を実用化するために、どのように研究を進めてきたかを紹
介する。

2　調光ミラーを実用化するための課題
産総研で調光ミラーの研究を始めた 2001 年当時、実用

化するために解決しなければならない課題として、（1）光
学特性の改善、（2）耐久性の改善、（3）エレクトロクロミッ
ク調光ミラーの開発等があり、これらに取り組んだ。
2.1　光学特性の改善

図 1（a）に示したのが調光ミラーの基本構造で、調光層
となるマグネシウム合金薄膜の上に薄い触媒層をコーティン
グした構造になっている。成膜直後の状態でマグネシウム
合金層は金属状態なので鏡状になっているが、薄い水素を
含む雰囲気にさらすと、パラジウムの触媒作用で調光層が
水素化され絶縁体に変わって透明になる。次に酸素を含む
雰囲気にさらすと、同じくパラジウムの触媒作用で水素化
物中の水素が酸素と反応して H2O として引き抜かれ、金
属の状態に戻って鏡状になる。このように鏡状態と透明状

態がスイッチングする調光ミラー状態は、最初イットリウム
やランタンといった希土類金属薄膜で見つかったが、その
後、いくつかの新しい材料が見つかっている（表 1）。2001
年にアメリカで見つかったマグネシウムと遷移金属の合金
は、希土類を含むものに比べて耐久性が高いと考えられる
ことや、材料がより安価であることから、大型ガラスへの
応用により適した材料と期待され、産総研でもこの材料に
着目し、日本で最初に研究を開始した。ただ、この材料が
見つかった当時は透明時における可視光透過率は 20 ％程
度しかなく、色も焦げ茶色をしており、とても実用的に使え
るものではなかった。産総研では、まず調光ミラーの透明
時における可視光透過率を高める研究に取り組み、図 1（b）
に示したようなマグネシウムの比率の高い Mg-Ni 合金薄膜
を用いることで、透明時の可視光透過率を 50 % 程度まで
高くできることを見いだし [13]、実用化に向けて大きく前進
することができた。

ただ、調光ミラー層として Mg-Ni 合金薄膜を用いると、
優れたスイッチング特性をもった試料が得られるが、透明
状態では少し茶色を帯びている。この系統の色は建物や
乗り物の窓としてはあまり好まれない色とされている。そこ
で、この透明時の色を改善する研究を行った結果、調光層
として、Mg-Ti 合金 [14] や Mg-Nb 合金 [15] を用いると、水
素化した場合に、およそ無色にできることを見いだした。
ただ、Mg-Ti 合金薄膜や Mg-Nb 合金薄膜は、透明時に
無色ではあるが、可視光透過率は Mg-Ni 合金薄膜に比べ
て劣る。我々の研究グループでは、最近 Mg-Ca[11]、Mg-
Ba、Mg-Sr 等 [12] の合金薄膜を用いると、水素化時に無色
であると同時に可視光の透過率も高くできることを発見し
た。図 2 に、それぞれの材料の透明状態における光学透
過スペクトルを示す。マグネシウム・アルカリ土類金属系の
材料は、これまでの調光ミラー薄膜のカテゴリーのものと
異なり、いわば産総研オリジナルの第 4 世代材料と呼べる
もので、その実用化が期待される。

透過率および反射率の変化幅をどの程度に設定するかは

透明状態鏡状態

(b)

 Pd～4 nm(a) Mg-Ni～40 nm
ガラス基板

マグネシウム・アルカリ土類金属合金
Mg-Ca[11]、Mg-Ba[12]、Mg-Sr[12]

産総研　2009年

第４世代

マグネシウム・遷移金属合金
Mg-Ni[8]、Mg-Ti[9]、Mg-Co[10] 等
ローレンス・バークレー研究所　2001年

第３世代

希土類・マグネシウム合金
Gd-Mg[5]、Sm-Mg[6]、Y-Mg[7] 等
フィリップス　 1997年

第２世代

希土類金属
Ｙ[4]、La[4]等
アムステルダム自由大学　1996年

第１世代

図 1　（a）調光ミラーの基本構造と、（b）産総研で開発した
光学特性に優れたマグネシウム・ニッケル系調光ミラー薄膜（Pd/
Mg6Ni）

表１　調光ミラー薄膜材料の種類
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用途によって変わるが、例えば、自動車のフロントガラスに
用いるためには、透明時 70 % 以上の可視光透過率が必要
で、現状でこの条件はクリアできていない。このレベルま
で透過率を上げるためには、マグネシウム合金薄膜からな
る調光層だけでなく、パラジウム層や保護膜層も合わせた
多層薄膜全体の光学設計を行う必要があり、現在その開
発に取り組んでいる。
2.2　耐久性の改善

調光ミラー薄膜材料では、その光学特性については、か
なり実用に近い性能を持つものも得られるようになってきて
いる。しかし、この材料の最大の問題点は、スイッチング
の繰り返しに対する劣化が早いということである。例えば、
図 3（a）に示したのは、Pd/Mg4Ni 薄膜について、アルゴ
ンで 4 % に希釈した水素ガスを用いて、スイッチングを繰
り返した場合の波長 670 nm における光学透過率の変化を
示したものである。スイッチングの繰り返しに伴い、光学的
な変化幅が段 と々小さくなっていき、特に 140 回を過ぎて
からは急激に劣化していることがわかる [16]。調光ミラーの
実用化にあたっては、この耐久性の向上が最も重要な課題
であり、我 も々さまざまな試みを行ってきた。

劣化はいくつかの要因が重なって起こっているが、一つ
は水素化・脱水素化の繰り返しにより、Mg-Ni 薄膜の中の
Mg が Pd 層を抜けて表面に移動（マイグレーション）する
ことにある。我々は、Ti 等の金属薄膜をバッファ層として
Pd 層と Mg-Ni 層の間に挿入することで、この Mg の移動
を抑制することができることを見いだした [17]。図 3（b）に
みるようにバッファ層を挿入すると400 回程度まで劣化が
起こらなくなる。しかし、この試料でもその後急激な劣化
が起こっている。これは水素化・脱水素化に伴う体積変化
のために、Pd 層がダメージを受けてしまうためである。こ

れを防ぐにはある種の保護膜が有効で、例えば、Ti バッファ
層を挿入した試料の表面にテフロン（PTFE）の保護膜を
蒸着すると、1,500 回程度まで繰り返しができるものも作
製することができた（図 3（c））[18]。とはいえ、実用的には
10,000 回程度の耐久性は必要であり、現在も耐久性のさら
なる向上を目指した研究を続けている。
2.3　エレクトロクロミック調光ミラーの実現

調光ミラーをガスクロミックでスイッチングするために
は、どうしても二重ガラス（ペアガラス）で使用する必要が
ある。用途によってはそれが難しい場合もあり、その場合
には電気的なスイッチングが必要となる。エレクトロクロミッ
ク方式のスイッチングに関して、当初はアルカリ水溶液を用
いたデバイスを研究したが、溶液を使用するデバイスでは、
調光薄膜側にプラスの電位をかけるとマグネシウムが溶解し
てしまうことから、透明状態から鏡状態に戻すのに短絡す
るしかなく、実用的でないことがわかった。そこで我々は、
溶液を用いない、全固体型エレクトロクロミック調光ミラー
の開発を行った [19]。
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図 2 マグネシウム・ニッケル系調光ミラー（Mg6Ni）、マグネシ
ウム・チタン系調光ミラー（Mg0.88Ti0.12）、マグネシウム・カルシ
ウム系調光ミラー（Mg0.94Ca0.06）の透明状態における透過スペ
クトルの比較

図 3　スイッチング耐久性の比較
（a）マグネシウム合金層とパラジウム層のみの調光ミラー薄膜、（b）バッ
ファ層を挿入した調光ミラー薄膜、（c）バッファ層を挿入し保護膜（テ
フロン層）をコーティングした調光ミラー薄膜

図 4　全固体型エレクトロクロミック調光ミラーデバイスの構造
と写真
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図 4 に、現在作製している全固体型調光ミラーデバイス
の構造を示す [20]。ガラス等の透明基材の上に、透明導電
膜（ITO）、酸化タングステン薄膜、酸化タンタル薄膜、Al
薄膜、Pd 薄膜、Mg-Ni 合金薄膜を積層した構造をもって
いる。それぞれの膜の作製はマグネトロン・スパッタ法を
用いて行っている。酸化タングステン薄膜は水素イオンを貯
蔵するための層、酸化タンタル薄膜は電解質層、Pd 薄膜
は水素の出入りを促進するための層、また、Mg-Ni 合金薄
膜は鏡の状態と透明な状態に切り替わる調光層である。Al
薄膜はバッファ層で、スイッチングの繰り返しによりPd が
酸化タンタル層の中に拡散するのを防いでいる。作製した
デバイス（大きさ 3 cm 四方）のスイッチングの様子を図 4
に示す。調光ミラー薄膜側に−5 Vの電圧をかけると、酸化
タングステン薄膜中の水素イオンが移動して Mg-Ni 層が水
素化し、20 秒程度で鏡状態から透明状態に変化する。逆
に+5 V をかけると、Mg-Ni 層から水素イオンが抜けて酸
化タングステン薄膜に移動し、15 秒程度で透明状態から
鏡状態に変化する。

調光ミラーデバイスでは、成膜を行う上で基板を選ばな
いという特徴がある。したがって、ガラス基板の代わりに
透明なプラスチック基板を用いると、折り曲げることのでき
る調光ミラーフィルムも作製することができる。すでに、ガ
ラス基板同様のスイッチングができるデバイスの開発に成功
している [21]。調光ミラーフィルムが実用化できれば、既存
のガラスに貼り付けるだけで調光ミラー特性をもたせること
ができるため、応用先を広げる上での意義は大きい。

ただ、ガスクロミック方式の調光ミラーでは、大型のスパッ
タ装置を用いるだけで大面積のサンプルが容易に作成で
き、またスイッチング速度についても、メートルサイズでも
20 秒程度で行えるのに対して、エレクトロクロミック方式の
調光ミラーの場合は、サイズが大きくなるとスイッチングの
速度が急激に遅くなり、当初は、例えば 15 cm 角程度でも
1 時間程度かかってしまうという欠点があった。これまでさ
まざまな手法を用いてこのスイッチング速度の向上に取り組
み、現在は 15 cm 角のサンプルを 30 秒程度でスイッチン
グできるようになっている。しかし、より大型のエレクトロ
クロミック調光ミラーを実現するためには、さらなるブレー
クスルーが必要で、現在もエレクトロクロミック方式の調光
ミラーにおける最も重要な課題として取り組んでいる。

3　調光ミラーガラス実用化のため研究シナリオ
調光ミラーガラスを実用化するためには、ガラスメーカー

との共同研究が不可欠である。ただ、「はじめに」でも触
れたように、日本のガラスメーカーは 2000 年頃までに調光
ガラスに関する研究を打ち切ってしまった歴史的な経緯が

あり、調光ガラスの研究開発を再開してもらうためには、こ
のガラスが実用化可能であり、また実用化に値するガラス
であることを認識してもらう必要がある。そのため、現時
点でまだ解決できていない課題の解決を急ぐとともに、こ
のガラスを用いた場合にどの程度の省エネルギー性能が得
られるかを示していくことが重要だと考えた。

サステナブルマテリアル研究部門では、単に部材そのも
のを研究するだけでなく、それらを用いた場合の省エネル
ギー性能についても実測するための専用の建屋をもってい
る。図 5 がその環境調和実験棟の写真で、名古屋にある
産総研中部センターの中に建てられている。この実験棟の
3 階部分は 1 辺が約 2.5 ｍの小さい部屋に分かれており、
各部屋の南側に窓が一つあり、2 枚の窓ガラスが装着され
ている。また、各部屋に同じ空調装置があり、それぞれの
空調装置で消費される電力が個別にモニターできるように
なっている。したがって、各部屋の窓にさまざまな種類の
窓ガラスを装着することで、ある設定温度にした場合の各
部屋の空調負荷を比較することができる。次章で紹介する
ように、建物に実装できる調光ミラーガラスを実際に作製し
てその省エネルギー性能を評価し、これまでの省エネルギー
ガラスと比較して、大きな冷房負荷低減効果があることを
実証した。また、この実環境での測定を行うことで、材料
の研究だけを行っている場合には得られないような重要な
知見、例えば、省エネルギーガラスでは窓の方位がとても
重要なことや、太陽光の入射条件をよく考慮する必要があ
ること等がわかり、それらを材料開発にフィードバックする
ことで、より省エネルギー性能の高いガラスの開発に生かし
ている。

一方、調光ミラー薄膜には、これまでにない新しいスイッ
チングができる材料として、建物用ガラス以外にもさまざま
な用途がある。図 6 に代表的な応用先を示したが、これら
の材料の実用化については、比較的簡単に商品化できるも
のから、かなり難しいものまである。我 も々、最終的には、
調光ミラーを建物や乗り物の窓ガラスとして実用化すること
を目指しているが、そこに至るまでの過程で、実用化でき
るものから順次製品化していくということも重要な戦略とし

2.5 m 
2.3 m 

2.5 m 
1.2 m 1.6 m 

S 
N 

図 5　環境調和実験棟
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ている。
例えば、調光ミラー薄膜は水素を含んだ雰囲気に接する

と光学的な変化が起こるため、これを観察することで水素
の検知ができる [22]。これまでの水素センサーは加熱して
使用する物が多く、水素がもれた場合にセンサーが着火源
になってしまう可能性もあるが、調光ミラー薄膜を用いた
水素センサーは室温で水素と反応するため加熱の必要がな
く、また、光ファイバーの先端に蒸着した調光ミラー薄膜
をセンサーとして、もう一方のファイバー端でその反射率変
化をモニターできるため、検知部に電気的な回路を一切も
たず、着火源になる危険性の無い水素センサーになる。ま
た、この材料独自のユニークな用い方として、リトマス試験
紙のように水素が含まれているかどうかを目視でチェックす
る「水素可視化シート」にもなる。この用途については、
比較的簡単に実用化できることから、共同研究を行ってい
るアツミテック株式会社で商品化され、2010 年から販売が
始まっている。また、昨年度からは、サイズの比較的小さ
い応用先について具体的な商品への適応を目指した共同研
究も開始している。

4　省エネルギー性能の実証
調光ミラーの薄膜の応用先の中で、最も大きな効果が期

待されるのは省エネルギー窓ガラスとしての応用である。
ただ、調光ミラーガラスを用いた場合に、どの程度の省エ
ネルギー性能が得られるのかはこれまでわかっていなかっ
た。そこで、我々は、建物に実装できる大型の調光ミラー
ガラスを作製し、その省エネルギー性能の実測を行った[23]。

建物に実装できる窓ガラスとして、図 7（a）に示したよう
な構造をもつ調光ミラーガラスを作製した。厚さ 5 mm の
透明ガラスを 8 mm の空隙をもったペアガラスとし、室外
側のガラスの内側に調光層として Mg4Ni 薄膜を用いた調光
ミラー薄膜が蒸着されている。アルミサッシに装着した大
きさは、縦 1.2 m、横 0.8 mとなっている。図 7（b）と（c）が、
作製した実サイズ調光ミラー窓ガラスの、それぞれ鏡状態
と透明状態の写真である。これは建物の外から調光ミラー
窓を見たもので、鏡状態ではおよそ完全な鏡に見え室内は
ほとんど見えない。これに対して透明状態にすると、室内
を通して反対側の窓ガラスが見えており、透明なガラスに近
くなる。また、鏡状態においても、室内側から室外を見る
と外の景色が見えるのも調光ミラーガラスの特徴である。

作製した実サイズ調光ミラー窓ガラスを図 5 の環境調和
実験棟に設置し、冷房負荷の測定を行った。図 8 は 8 月
下旬に行った測定例を示したものである。測定に先立ち、
まず二つの部屋に同じ透明 2 重ガラスを取り付け、設定温
度を 28 ℃にして、冷房負荷が同じになることを確かめた。
次に、一つの部屋の窓ガラスを調光ミラーガラスに取り替え
て鏡状態にし、その冷房負荷電力を測定した。この日、透
明ガラス窓の部屋の冷房負荷は 1,065 Whであるのに対し
て鏡状態の調光ミラー窓の部屋の冷房負荷は 720 Whで、
34 ％程度エネルギーを節約できたことになる。このように、
窓ガラスを調光ミラーにして鏡状態にした場合、特に日射
量の多い日では大きな冷房負荷の低減効果があることを実
証することができた。
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めの研究を行ってきた。比較的実用化しやすい応用先につ
いては、一部商品化まで行うことができるようになった。
また、調光ミラー薄膜を省エネルギー窓ガラスとして用いる
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に建物に用いた場合の省エネルギー効果の測定も行い、そ
の結果を材料開発にも反映させることで、より省エネルギー
性能の高い窓ガラスの実現を目指した研究を行っている。

これまで得られた実験結果でも、調光ミラー窓ガラスを
用いることによる冷房負荷低減効果は従来報告されている
どの省ネルギー窓ガラスの効果よりも大きいことがわかって
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査読者との議論
議論1　Mg-Ca、Mg-Ba、Mg-Sr系調光ミラー用材料の発見の
経緯
質問（村山 宣光：産業技術総合研究所先進製造プロセス研究部門 ）

Mg-Ca、Mg-Ba、Mg-Sr が調光ミラー用材料として優れた特性を
もっていることを発見されたことは、すばらしい成果です。この発見
の経緯を教えてください。ある程度予想された上で特性を評価された
のでしょうか。あるいは、セレンディピティ的な発見だったのでしょう
か。

回答（山田 保誠）
全く目的の異なった研究ですが、サステナブルマテリアル研究部門

の別の研究グループでは、発火しやすいことから扱いにくい金属で
あるマグネシウムを難燃性にする研究を行っており、マグネシウムにカ
ルシウムを添加することで燃えにくくなるということを発見していまし
た。調光ミラーでは、耐久性を高めるためにマグネシウムの酸化を抑
える必要があるのですが、この成果を知って、カルシウムを加えるこ
とで燃えにくくなるのであれば、酸化もしにくくなるのではないかと考
えたことが、この材料の研究を始めたきっかけです。作製して測定し
てみると、むしろ光学特性は優れていることがわかり、新材料系の
発見につながりました。一般的に、カルシウムはとても活性が強く不
安定な金属とされていますから、我々も、もしサステナブルマテリア
ル研究部門にいなければ、完全に異分野の研究である難燃性マグネ
シウムのことを知る機会はなく、したがって、元々活性の強いマグネ
シウムにカルシウムを添加する等という発想は思い浮かばなかったと
思います。

議論2　Mg-Ca、Mg-Ba、Mg-Sr系調光ミラー用材料の知財戦略
質問（村山 宣光）

Mg-Ca、Mg-Ba、Mg-Sr 系材料の調光ミラー用材料としての知財
取得で、可能な範囲で結構ですので、工夫された点や苦労された点
を教えてください。

回答（山田 保誠）
調光ミラーに関する特許は、日本国内では我々のグループが基本

的な材料特許を取得していますが、欧米では、マグネシウムとほとん
どすべての遷移金属との合金薄膜の特許がすでに押さえられてしまっ
ていました。そこで、この制約からのがれるため、マグネシウムとア
ルカリ土類金属の合金薄膜を用いた調光ミラー材料という形で特許
出願しました。その際、これまでの遷移金属の添加に比べてアルカ
リ土類金属の添加がなぜ有効なのかということを詳しく調べ、その
優位性について、単に現象論的に効果を述べるのではなく、理論的
な観点から強調するようにしました。これにより、アルカリ土類金属
を添加したマグネシウム合金薄膜が、調光ミラー材料として新しいカ
テゴリーの材料であることを主張しました。どうしても、基になる材
料特許を押さえられてしまうと、それを用いたデバイスに関して、いく
ら構造等に工夫を加えても、ひっかかってしまうということがありま
すから、基本的な材料特許として独自の材料を申請できた意義は大
きいと思います。

議論3　全固体型調光ミラーデバイスの新規性
質問（村山 宣光）

全固体型調光ミラーデバイスは、著者らのアイデアなのでしょうか。

回答（吉村 和記）
酸化タングステン薄膜等を調光層に用いるこれまでのエレクトロク

ロミック材料においては、全固体型のデバイスが開発されていました
が、マグネシウム合金薄膜を用いた調光ミラーについてはまだ実現し
ていませんでした。当初、これまでの全固体エレクトロクロミック素
子の構造に準じて、調光層、電解質層、対極層と積層して作製した
ところ、動作するものができませんでした。なぜうまく動かないのか
を検討した結果、調光ミラーでは積層順を逆にする方が良いのではな
いかと思いつき、その構造のデバイスの研究を行ったところ、良好な
スイッチングを示すデバイスを開発することができました。この逆積
みの多層薄膜構造が我々のオリジナルです。

議論4　調光ミラーガラスの実用化に向けた課題の整理
質問（五十嵐 一男：国立高等専門学校機構）

調光ミラーガラスを実用化するための 3 つの課題として、光学特性
の改善、耐久性の改善、エレクトロクロミック方式の開発を挙げてい
ますが、前者二つは、本質的にクリアしなければならない課題である
一方、3 項目は用途によってであり必ずしも実用化の必要条件ではな
いように思われますが、その点はいかがでしょうか。

回答（吉村 和記）
ガスクロミックだけではどうしても用途が限定されてしまうため、

エレクトロクロミック方式でスイッチングできることは実用化を目指す
上で重要です。2002 年の時点では、マグネシウム合金薄膜系の調光
ミラーがエレクトロクロミックでスイッチングできるかどうかは全くわ
かっておらず、調光ミラーの実用化研究において重要な課題でした。

議論5　調光ミラーガラスの実用化にとっての大型化技術の位置
付け
質問（五十嵐 一男）

実験室レベルから実使用レベルのサイズに大型化することによって
光学特性、耐久性ともに新たな課題が生じることが想定されます。し
たがって、大型化も実用化にとっては大きな課題と思われますが、こ
の論文では一切触れられていません。実用化戦略の中で大型化の位
置付けはどのように理解すればいいのでしょうか。

回答（田嶌 一樹）
ガスクロミック方式については、大型化は比較的簡単にできます

が、エレクトロクロミック方式ではこれが問題になります。そのあたり
の記述を追加しました。
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議論6　調光ミラーの耐久性
質問（村山 宣光）

調光ミラーの実用化においては、スイッチングの繰り返しに対する
耐久性は現在 1,500 回程度とののことですが、耐久性を10,000 回程
度まで伸ばす見通しはいかがでしょうか。

回答（山田 保誠）
耐久性については、ごく最近ですが、大きな進展があり、ほとんど

劣化しない調光ミラー材料も開発できるかもしれないということがわ
かってきました。この技術を発展させることで、10,000 回程度の耐久
性をもつ材料についても、本年度中に開発できる見通しが立ちました。

議論7　調光ミラーガラスの実用化のための取り組み
質問（村山 宣光）

環境調和実験棟にて、調光ミラーガラスの省エネ効果を定量的に
実証されましたが、その結果、産業界の調光ミラーガラスのとらえ方
はどのように変わりましたか。また、調光ミラーガラスの実用化シナリ
オとして、企業コンソーシアムの設立等、ご検討されている計画があ
りましたら教えてください。

回答（吉村 和記）
調光ミラーについては、2003 年頃より特にガラスメーカーの方々に

新しい調光材料として注目していただいていましたが、この論文に書
いたような歴史的な経緯もあり、本当に使える材料になるかを見定め
たいとされていました。そのような状況の中、実際に建物に実装でき
る調光ミラーガラス窓を作製し、さらに、他の省エネルギーガラスに
比較して大きな冷房負荷低減効果があることを実証したことは、か
なりのインパクトをもって受け取っていただきました。現在ガラスメー
カーの方でも、具体的に共同研究等に進められないかを検討してい
ただいています。

調光ミラーガラスを、建物用の窓ガラスとして使える実際の商品ま
でもっていくためには、調光ミラー薄膜以外の部分についても、例え
ば、実際の窓ガラスで使用できるスイッチングシステムの開発やスイッ
チング用電源供給システムの開発が必要です。現在、そのための研
究を行っていますが、これらが解決できればかなり実用化に見通しが
つきます。その段階でガラスメーカーにも積極的にアピールを行い、
できればコンソーシアムを組んだような形で、実用化研究を加速的に
進めていきたいと思っています。
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1　はじめに
現在、我々の身の回りには、豊かで便利な生活を支える

ために、数多くの化学物質が製造・使用されている。しか
し、これらの化学物質には、環境中に存在する濃度は微
量であっても、人や生態系に影響を及ぼす場合がある。こ
の研究で対象としているノニルフェノール（NP、図 1）やペ
ルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS、図 2）およびペル
フルオロオクタン酸（PFOA、図 2）もそれぞれ内分泌かく
乱物質や残留性有機汚染物質（POPs）と認識されており、
ノニルフェノールに関しては、2012 年に水生生物への影響
を考慮して水質環境基準が制定されている。これらの化学
物質による環境問題に適切な対策を打ち出すためには、環
境負荷量の把握や地球環境動態を解明することが必須で
ある。すなわち、これら化学物質による環境汚染の拡大
を未然に防止するために、高感度かつ高精度で検出可能

な分析技術を発展させ、汚染を早期検出することが求めら
れている。特に、極微量物質の測定においては、誤った測
定値はいたずらに社会不安を高め、また誤った対策の実施
にもつながることから、信頼性が確保された環境中の有害
化学物質濃度分析データの蓄積が極めて重要となる。

しかし実際には、例えば残留性有機汚染物質に関するス
トックホルム条約（以後 POPs 条約）を議論する根拠とな
る有害物質のリスクプロファイル評価書（リスクの概要をと
りまとめた文書）においても、多数の文献・報告書がとり
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図1　直鎖型4-ノニルフェノール（NP）の構造式
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まとめられるが、個々の分析法とその QA/QC（精度保証
／精度管理：Quality Assurance and Quality Control）
まで厳密に議論されることはまれで、分析精度・信頼性ま
で考慮されていないのが現状である。

地球環境問題では、CO2 による温暖化でみられるよう
に、世界の何処で測定された値であっても相互に比較可
能な等しい信頼性を有することが不可欠である。このため
我々は、まず分析法として信頼性の高い方法を開発するこ
と、次に分析法を国際標準化することによって世界の環境
研究者・分析従事者がこの方法にのっとって信頼性の高い
データを出すこと、さらに分析値を SI 単位にトレーサビリ
ティのとれたものにするため認証標準物質を作成することを
目指した。なお、環境分析法の標準化について読者の参
考とするため、ISO とJIS の環境分析の体系について、以
下、簡単に紹介する。

ISO の規格化は各分野の専門委員会（TC: Technical 
Committee）のもとで行われ、環境測定の ISO には、
TC146（大気）と TC147（水質）がある。それぞれの
TC はさらに分科委員会（SC：Sub-Committee）、作業部
会（WG：Working Group）に分かれ、各 WG には国際
会議の調整や規格原案の作成を行うコンビナーが決めら
れている。この研究で規格化したノニルフェノール（ISO 
24293:2009[1]）および PFOS/PFOA（ISO 25101:2009[2]）
はいずれも ISO/TC147（水質）/SC2（物理的・化学的・
生物的方法）の分科委員会に属し、それぞれ WG17（フェ
ノール類）および WG56（PFOS/PFOA）の作業部会で
議論し規格化された。

また、環境測定の JIS には、環境指標や無機イオン、金
属等を対象とした K 0101 や K 0102、揮発性有機化合物
を対象とした K 0125、農薬類を対象とした K 0128、ダイ
オキシン類を対象とした K 0312 等がある。この研究で規

格化したノニルフェノール（K 0450-60-10:2007[3]）および
PFOS/PFOA（K 0450-70-10:2011[4]）はいずれも K 0450
シリーズとして制定された。そもそも K 0450 シリーズは、
内分泌かく乱物質が世間で注目されていた 1998 年に、用
水・排水中で微量で人および生態系に影響を及ぼす有機
化学物質の測定の標準化を行うことを目的として規格化が
始まり、一連の規格として、ビスフェノールA（K 0450-10-
10）、アルキルフェノール類（K 0450-20-10[5]）、フタル酸エス
テル（K 0450-30-10）、アジピン酸ビス（2- エチルヘキシル）
（K 0450-40-10）、ベンゾフェノン（K 0450-50-10）が制定
されている。なお、ノニルフェノールの JIS 規格化は ISO
規格化とおよそ同時に開始し、PFOS/PFOA の JIS 規格
は ISO 規格の制定後に、MOD（一部修正規格）として規
格化を開始した。

この報告では、有害化学物質の環境挙動解明から分析
法開発、2 件の ISO 規格 [1][2] と 2 件の JIS 規格 [3][4] を具
体例として、標準化に至るまでの研究過程とその意義につ
いて述べる。

2　国際的有害化学物質規制に対応した環境分析技術
の必要性と標準化

地球環境問題に関する国際標準化は、国際機関や国立
研究機関等の公的セクターの果たす役割が重要であり、
我々もこの観点から国際標準化活動を行ってきた。一方
で、環境分析法は公的な国際貢献の他にも、国内の産業
界の排出実態の把握や、適切な環境対策の実施に有用で
あり、特に、化学物質の国際規制への対応が企業の存続
にとっても必須となってきたことから、国内においても標準
化の要望があり、JIS 化を行った。
2.1　ノニルフェノールの環境分析技術の必要性と標準化

4- ノニルフェノール（NP、図 1）は、ノニルフェノールエ
トキシレート（非イオン界面活性剤としてゴム・プラスチック
工業、繊維工業、金属加工業等さまざまな産業分野で使
用）の工業原料として使用される一方で、内分泌かく乱作
用が強く推察されている。また、NP は、下水処理や水環
境中で好気・嫌気分解により、ノニルフェノールエトキシレー
トのエトキシ基が順次分解されて生成することが知られて
いる。このため、工業界の自主規制によりノニルフェノール
エトキシレートの家庭用品への使用は禁止されている。こ
れらを鑑みて、2012 年 8 月には水質汚濁に係る環境基準
が改正され、水生生物の保全に係る水質環境基準として
新たに NP が追加された。我々は、NP について、外洋海
水鉛直分布を1998 年に初めて報告 [6] し、また、NP 異性
体について、分析法の開発と各異性体のエストロゲン様活
性を明らかにする研究 [7][8] を開始するなど、分析法の開発、

PFOA

PFOS

図2　ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）
とペルフルオロオクタン酸（PFOA）の構造式
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環境動態や毒性の解明に努めてきた。その後、2002 年に、
NP の水分析法の国際規格化の必要性を経済産業省へ説
明し、基準認証事業（2002-2004 年）「ノニルフェノール
分析法の標準化」として採択され、分析法の ISO および
JIS 提案を目指した研究を開始するに至った。

NP はアルキルフェノール類の一種であり、2002 年当
時は、JIS K 0450-20-10:2002[5] があり、ISO も ISO/CD 
18857-1（現 ISO 18857-1[9]）として、ドイツがコンビナーと
して策定中であった。両分析法とも、NP を単一の化合物
として総量測定していて、異性体組成に関する情報はなかっ
た。しかし、この研究で分析法を開発し規格化した ISO 
24293 は、NP を内分泌かく乱作用が異なる13 種類の異
性体に分離し測定することを初めて可能にした分析法であ
る。これは、ダイオキシン類（ポリ塩素化ジベンゾ-p - ジオ
キシンおよびポリ塩素化ジベンゾフランの総称）の分析に
おいて、210 種類存在する異性体の中でも有害性が高くか
つ有害性が異なる17 種類の異性体を選別して個別に測定
していることに相当する。NP 異性体はそれぞれ異なるエ
ストロゲン様活性を示すため、正確なリスク評価のために
は、環境中における異性体別濃度を把握することが重要で
あり、環境試料中の異性体別濃度データの蓄積が重要で
あった。

開発した分析法を ISO として規格化するためには、すで
に ISO/TC147/SC2/WG17（フェノール類）において NP
の総量測定法を策定中（ISO 18857-1[9]）であったコンビナー
を務めるドイツとの調整が必要であった。そこで、ISO/
TC147 の議長（ドイツ）とWG17 のコンビナー（ドイツ）と
事前打ち合わせする場を設け、有害性の正確な評価を可
能にする異性体別詳細分析の必要性を説明した結果、そ
の意義が共有され、2003 年の ISO/TC147 総会において、
異性体別分析法の日本側の新規提案が承認された。結果
として、国内 JIS 規格化 [3] を開始する前に、ISO 新業務項
目提案（NWIP: New Work Item Proposal）として 2005
年に採択され、フェノール類のワーキンググループ WG17
において国際標準化を開始した。ISO 策定において、日本
側の提案した分析法は専門委員との議論の過程でおよそ受
け入れられたが、環境水試料中の懸濁物質（SS）の量と
標準物質については議論があった。SS については、環境
水試料中に含まれる SS 量の違いにより、分析精度への影
響が焦点となったため、異なる SS 量の環境水試料を用い
て精度管理試験を行い、この結果を Annex（informative）
に掲載することで合意した。また標準物質については、
市販の混合物を測定者自らが値付けする必要があったた
め、市販の 5 つのメーカーの混合物について測定した結
果を Annex（informative）に掲載することで合意に至っ

た。詳細は 3.1 章および 4.1 章に記載する。以上の議論の
もと、2005 年に作業原案（WD: Working Draft）、2006
年に委員会原案（CD: Committee Draft）、2009 年に国
際規格原案（DIS: Draft International Standard）、同年
に最終国際規格原案（FDIS: Final Draft International 
Standard）を経て、2009 年 7 月に国際規格として ISO 
24293 が発行された。
2.2　PFOS/PFOAの環境分析技術の必要性と標準化

PFOS および PFOA は、図 2 に示すようにフッ素化ア
ルキル基を有するペルフルオロアルキル化合物（PFASs）
の一種である。PFOS/PFOA 関連物質は、炭素－フッ素
のとても強い共有結合を有するため、また、一分子中に疎
水基（フッ素化アルキル基）と親水基（スルホン酸基やカ
ルボキシル基等）を有するため、耐熱性、耐薬品性、界面
活性、光透過性、イオン透過性等の多様な物理的化学的
性質に優れている。そのため、フッ素樹脂産業、先端電子
機器材料、半導体、メッキ、エッチング、写真技術、乳化
剤、撥水剤、防汚加工剤、消火剤あるいはそれらの中間
原料等、機能性工業材料として多岐にわたり使用されてき
た。図 3 に PFOS/PFOA 関連物質に関係する社会動向お
よび研究動向を示す。PFOS/PFOA 関連物質は 1940 年
代に製造法が開発され、1950 年代から市販されてきた。
しかし、2000 年 2 月に野生生物から PFOS が高濃度で検
出され、同年 5 月には米国 3M 社が PFOS 関連物質の事
業からの撤退を報告し、これを契機に PFOS 関連物質に
よる環境問題が一般に広く知られるようになった。その後、
極域の野生生物からも高濃度で検出される等 PFOS 関連
物質の環境残留性、生物への蓄積性の高さや長距離移動
性、人や生物への影響の懸念が明らかになってきた [10]。
このような状況を受けて、国際的に使用や排出に関する規
制が検討され、我が国では PFOS と PFOA は 2002 年 12
月に化学物質の審査および製造等の規制に関する法律（化
審法）の第二種監視化学物質となった。また、2006 年 1
月には、米国環境保護庁（USEPA）が世界の主要製造メー
カーに 2015 年までの PFOA および PFOA 前駆体の自主
的削減および撤廃を要請し、工場周辺の飲料水についても
ガイドラインを設ける等、排出削減に向けた取り組みが始
まった。PFOS は 2005 年 6 月以降、POPs 条約による規
制の検討が開始され、2010 年には PFOS とその原料とな
るペルフルオロオクタンスルホニルフルオリド（PFOSF）が、
POPs 条約対象物質として、日本国内では化審法第一種特
定化学物質として、一部のエッセンシャルユースを除き生産・
使用が世界的に禁止されることとなった。しかし、規制が
開始されてから分析法を標準化するのでは対応が後手に
回ることになる。産業界および社会における対策を効率的
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に行うためには、新規化学物質の危険性が一般に認識さ
れる前に、信頼性の高い分析法を確立し、適切なリスクプ
ロファイル作成を可能にする必要がある。図 4 に PFOS/
PFOA の分析法の標準化のシナリオについてまとめた。以
下、標準化に至るまでの経緯を説明したい。

産総研環境管理技術研究部門の未規制物質研究グルー
プでは、高度な機器分析技術と多数の国際共同研究体制
から得られた知見・研究成果をもとに、さまざまな潜在的
有害化学物質（potential pollutants）について基礎研究を
行ってきたが、PFOS に関しても国際規制が行われる以前
から研究を行ってきた。当グループでは 1995 年より開始
した米国ワッズワースセンターとの国際共同研究の一環とし
て、PFOS および PFOAの分析法開発を1999 年より開始、
2000 年度には（独）新エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）産業技術研究助成事業として国内初の PFOS
プロジェクトをスタートした。

2001 年には、PFOS および PFOA の国内の環境残留
濃度を、表層水および魚類について調査し、リスク評価を
行ううえで重要な因子の一つである生物濃縮係数（水から
生物への濃縮のされ易さをみる指標）を実環境において
世界で初めて報告した [11]。しかし、長距離輸送等、環境

動態を明らかにするためには、沿岸水や生物等の高濃度試
料に比べ 1000 倍以上低濃度の外洋大気や外洋海水等の
分析が必須であった。極低濃度レベルの分析法を確立す
るうえで、最大の課題はコンタミネーションの低減である。
対象成分は撥水剤・汚れ防止剤・樹脂添加剤等として身
の回りのあらゆる製品に使用されているためである。そこ
で、コンタミネーションを低減させるため実験環境・分析器
具・機器・標準物質に至るまで系統的に汚染源を特定し、
定量化することにより、そのレベルを1,000 倍以上低減さ
せ [12]、また、世界で初めて弱陰イオン交換固相抽出カラム
（Oasis®WAX）を抽出法に採用し、高精度・高回収率で
抽出できる方法を開発してきた [13]。その結果、外洋海水に
も適用可能な、数 pg/Lレベルの分析技術を確立した。

この分析技術をもとに、外洋表層海水・深層水の測定
を開始した。我々は、PFOS/PFOA 研究を有害化学物質
としての観点からのみ行ってきたこれまでの方法とは異な
り、難分解性、水溶性で、超微量分析が可能であるという、
3 つの要件を有する地球規模の物質循環の化学トレーサー
としての有用性に着目し研究を行ってきた。2004 年には世
界で初めて外洋海水調査データを報告して、深層 5,000 m
の海水にも残留することを明らかにした [12]。この研究の重
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要性に注目したドイツ・ライプニッツ研究所、米国ワッズワー
スセンター等、世界トップレベル研究機関との共同研究によ
り、数度にわたり国際合同調査航海を行い、日本海、大
西洋、南太平洋、ラブラドル海の表層から深層までの鉛直
分布を測定し、各海域で鉛直分布濃度が異なることを発見
した。特に、表層水が深層に一気に潜り込み、表層水と
深層水がよく混合している北大西洋において、表層から深
層まで一定濃度の鉛直分布を観測し、熱塩対流による地
球規模外洋海水大循環メカニズムにより、PFOS 類の深層
海水への供給が行われていることを発見した [14][15]。これに
より、大気経由輸送メカニズムしか議論されてこなかったこ
れまでの POPs 遠距離輸送メカニズムにおいて、海流によ
る地球規模長距離輸送メカニズムの重要性を指摘した。現
在では欧米の海洋学者を中心に、このメカニズムに関する
調査が行われている。2012 年にカナダ PFOS/PFOA 研
究の中心研究機関であるカナダ環境省等と産総研の連名
で大西洋全域の表層海水分布を報告する [16] 等、産総研が
開発した外洋調査研究手法が世界的に利用されている。

分析法の国際標準化において、これらの研究実績が高
く評価され、2005 年 6 月に開催された ISO/TC147 総会
において、日本がコンビナーとして作業部会 WG56（PFOS/
PFOA）を立ち上げ国際規格化を開始した。同年には
PFOS とその 96 の関連物質が POPs 条約対象物質として
提案されている。規格化に際し、基準認証研究開発事業
（2006-2008 年）「新規 POPs 候補物質の分析法の標準
化」により、研究開発（分析法の開発、分析性能の向上
および精度管理試験による信頼性の確保等）や規格原案

の作成を行った。日本側が提案した分析技術についてはお
よそすべて受け入れられたが、専門委員との議論に挙がっ
た課題についていくつか触れたい。まずは、使用する分析
機器の選定である。PFOS および PFOA の環境測定が始
まったごく初期には、今日一般に用いられている液体クロマ
トグラフ／タンデム質量分析計（LC-MS/MS）ではなく、
液体クロマトグラフ／質量分析計（LC-MS）いわゆるシン
グル MS を用いた分析も行われていたため、LC-MS の使
用の適否が議論された。原案策定過程において LC-MS
を規定に入れるようイギリスの専門委員より提案があった
が、LC-MS は LC-MS/MS に比べ、選択性が低く、試料
により妨害物質との分離が不十分な場合があり、国際精度
管理試験でも 23 機関中 1 機関しか使用していなかったこ
とから、Annex（Informative）に記載するに留めた。ま
た、分析試料としては、排水試料も対象試料として検討さ
れていたが、国際精度管理試験では分析値のばらつきが
大きいことから対象試料から外すことになった。PFOS お
よび PFOA 以外の関連物質については、同じ分析法を用
いて測定できる点を指摘されたが、ISO 策定当初は PFOS
および PFOA のみを対象に進められており、後からその他
関連物質を加えると、規格化が大幅に遅れるため、早急な
規格化が求められていた状況を鑑み、対象成分は PFOS
および PFOA に限定することになった。以上の検討によ
り、2005 年に作業原案（WD: Working Draft）、2006 年
に委員会原案（CD: Committee Draft）、2007 年に国際
規格原案（DIS: Draft International Standard）、2008 年
に最終国際規格原案（FDIS: Final Draft International 
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Standard）を経て、2009 年 3 月に国際規格として ISO 
25101[2] が発行された。PFOS が国際的に POPs 条約に追
加され、国内では化審法第一種特定化学物質に追加され
たのはどちらも 2010 年であり、有害化学物質規制に先ん
じて国際規格を制定することができた。

また、ISO 規格が確立したことにより、国際規格を基
礎とした国内規格策定の原則（WTO/TBT 協定）によ
る国際整合化や、国内分析事業者からの国内規格の確
立の要望を受け、国内連携体制・分析事業者への精度
管理の普及を目的として JIS 規格化を行った（2011 年
3 月 22 日発行 [4]）。JIS 規格は ISO 規格を基礎として、
規定の追加、削除および変更して制定した（MOD）
規格である。ISO 規格からの変更点としては、LC-MS
を使用しないことにした点（ISO 25101 では Annex
（Informative）に記載されていた）、SS の多い排水試
料にも適用できるよう、試料のろ過操作を付属書（規定）
に加えた点、また PFOS や PFOA 以外の関連物質につ
いても付属書（参考）にて測定できるよう記載した点等
が挙げられる。これらの変更に際しては、精度管理試験
を 2 度行い、新しい分析法の妥当性について確認を行っ
た。
2.3　標準化のタイミング

ISO 24293、ISO 25101 に共通するのは、いずれも環境
挙動に関する科学研究からスタートし、新しい分析法を開
発することにより国際的に認められる成果を多数公表し、
研究者コミュニティーの間でデファクトスタンダードとしてコ
ンセンサスができた段階で国際標準規格化を開始した点で
ある。これは、経済・社会ニーズが顕現化してから国内規
格化を行い、次に国際規格とのすりあわせを行うこれまで
の流れとは逆の方向である。言い換えると、公的なセクター
としての地球環境保全・国際的な化学物質の適正使用を踏
まえたグローバルな視点から求められる環境分析技術を判
断し、国際的化学物質規制が実効的に行われることを保
証するために、できるだけ早く研究成果を発信することに
よって研究者コミュニティーでの認知を高めながら、規制の
発効と同時に国際規格を提供することで、国際的に信頼性
の高い分析結果を得るように努めた。特に、「有害化学物
質管理には、信頼できる分析値とそれを可能にする標準分
析技術が必須である」という考え方で研究を展開してきた。

3　分析法開発
3.1　ノニルフェノール分析法開発

NP は 2002 年当時、JIS K 0450-20-10 としてすでに総
量分析法が存在し、一般的な水試料の分析は可能であっ
た [5][9]。しかし、図 1 に示した直鎖型の 4-NP 以外にも、

NP は側鎖・置換位置の違いにより理論上 211 種類の異
性体が存在し [17]、環境試料からは環境分解性と有害性
に差がある十数種類の異性体が検出されていた [18][19]。し
たがって、信頼性の高いリスク評価を行うためには異性体
ごとに正確に定量する方法を開発する必要があった。当
時国内ではほとんど実績がなかったガスクロマトグラフ/
preparative fraction collector（GC-PFC）用語 1 を用い、混
合物である NP 異性体を分離精製し、個々の異性体を液
体窒素で冷却したガラスチューブへ捕集し、この操作を約
100 回繰り返してホルモン活性試験に必要な量を確保した
6 つの画分について、異性体ごとに内分泌かく乱作用が大
きく異なることを確認した [6][7][18]。次に市販されている多様
なキャピラリーカラムを比較し NP 異性体の高度分離に最
適な分析条件を確立した。複雑な混合物である NP を二
次元ガスクロマトグラフ用語 2 質量分析法（GC × GC-MS）
を用いて、可能な限り分離分析する方法を検討し、NP 製
品中の 102 成分を分離することに成功した [20]。

このように最新の分析技術を使用すれば、NP を相当数
の成分に分離できるが、精度管理の観点からは大多数の
ユーザーが同じデータを得られる標準規格が必要である。
そのため ISO 規格の NP 異性体別分析法は、一般的な
GC で分離可能な13 種のNP異性体を分析の対象とした。
抽出法には水分析において汎用性の高いスチレンジビニル
ベンゼン固相抽出法を用いた。NP は非イオン界面活性剤
であるノニルフェノールエトキシレートの原料として使用さ
れ、ほとんどの水環境から検出されることから、コンタミネー
ションのコントロールには細心の注意が必要である。シリカ
ゲルカラムカートリッジや固相抽出の目詰まり防止剤（ガラ
スビーズ）にも NP が含まれている可能性があった。

定量にはガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS）の選
択イオン検出法（SIM）を使用し、異性体ごとに分離およ
び感度の良いイオンを用いて定量した（図 5）。これまでは、
m/z 135（m/z：質量電荷比、すなわち質量m を電荷数 z
で割った値）で検出される 5 ～ 6 本のピークを用いるが、
この分析法では13異性体についてそれぞれ最適なモニター
イオンを選択し、各 NP 異性体と内標準物質用語 3 の相対感
度係数（RRF）を求めることで、異性体別の評価が可能と
なった。NP 異性体の選定イオンの検討については、堀井
ら（2004）[21] を参照されたい。NP 異性体別の定量法が多
少煩雑になってしまうのは、NP が複雑な混合物であるこ
と、異性体の市販標準品が限られること、さらに異性体に
よりフラグメントパターン用語 4 が大きく変わることにある。
個別の異性体標準品が供給されていない当時の状況で
は、定量に NP 混合物を標準品として用いるしかなく、事
前に NP 混合物中の異性体組成をガスクロマトグラフ水素
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炎イオン化検出器（GC-FID）用語 5 測定により求めておかな
ければならない。分析法開発に際して、複数の試薬メーカー
（5 社）から収集した NP 混合物の異性体組成を確認して
おり、その変動係数（標準偏差を算術平均で割ったもの。
相対的なばらつきを表す）は 14 %（異性体により若干異な
る）であった。測定者が自分で異性体組成を値付けした混
合物を定量標準物質として用いるのは ISO 規格として異例
である。この点については国際規格原案（DIS）の段階で
十分な討議が行われ、試薬メーカーの間で組成にほとんど
差がないことを確認していること [22]、また市販の 5 つのメー
カーの混合物の組成を Annex（informative）に情報を提
供することで合意を得ることができた。
3.2　PFOS/PFOA分析法開発

PFOS/PFOA は、一般に研究が開始された 2000 年
当時は高濃度試料である血液試料の分析がほとんどであ
り、環境水の分析はほとんど行われていなかった。報告

された分析値もコンタミネーションが原因で検出限界が高
く、低濃度環境水について信頼性の高い分析技術はまだ
なかった。そこで、米国ワッズワースセンターと協力し、既
存のオクタデシル基（C18）を用いた固相吸着剤法（SPE: 
Solid Phase Extraction）[23] を基に 2001 年から研究を進
めてきた [11]。2005 年 6 月に ISO 25101を新規提案するま
で、PFOS/PFOA の分析法の開発や開発した分析法を
様 な々環境試料に適用することで、信頼性の高い分析デー
タを確保するための精度管理条件を明確化するための研究
を行ってきた [11][12][14][24]-[29]。PFOS/PFOA 分析の最初の課
題はコンタミネーションの低減である [12]。なぜなら、高機
能材料として我々の生活の至る所で使用されているポリテ
トラフルオロエチレン（PTFE）等のフッ素樹脂が PFOS/
PFOA の汚染源となり、また最先端の分析機器ほどフッ
素樹脂製部品が多いため、システムブランク（分析機器に
起因するコンタミネーション）が高い傾向があったためであ

4‐NP製剤は一般的なGCで13本のピークに分離される。
（5 %フェニルポリジメチルシロキサンカラムを用いた場合）
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図5　 GC-MSを用いたノニルフェノール分析法の比較
クロマトグラフ上に付した番号は各4-ノニルフェノール（4-NP）成分を表す。下線付き番号はそれぞれ定量
に用いるようにISO規格で規定したピークを示す。
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る。これを解決するために、測定に必須ではないパーツ、
脱ガス装置やスイッチングバルブ等を液体クロマトグラフ／
タンデム質量分析計から除くことにより、システムブランク
を数十 fg（1 fg = 10－15 g）に低減した。また既存のオクタ
デシル基（C18）を有する SPE カートリッジ [23] は、コンタ
ミネーションが高く低濃度の分析には使用できなかったた
め、親水性・親油性基を併せ持つ Waters 製 Oasis®HLB
カートリッジを用いた PFOS/PFOA 分析法を開発し、オク
タデシル基（C18）を有する SPE カートリッジに比べコンタ
ミネーションが低く外洋海水などの低濃度試料に適用でき
ることを確認した [26][28]。しかし、Oasis®HLB カートリッジ
は、PFOS/PFOA の測定に限定すれば高回収率で低コン
タミネーションの優れた SPE カートリッジであるが、PFBA
（ペルフルオロブタン酸）等の短鎖化合物の抽出には適し
ていない。そこで、我々は PFOS/PFOA の有機酸として
の性質に注目し、酸性物質の吸着捕集に適した陰イオン交
換能を有するWaters 製 Oasis®WAX カートリッジを用いる
ことで、コンタミネーションを最小限に抑え、しかも PFOS
や PFOA だけではなく、炭素鎖長が 2 から18 までのカル
ボン酸、2 から10 までのスルホン酸のすべてを一度に吸着
回収できる分析条件を開発した（図 6）[13][30]。使用する器
具や試薬のコンタミネーションやシステムブランクの低減 [12]

[24][25] とその重要性については、ISO 25101 でも規定してい
る。

液体クロマトグラフの分離カラムに、一般的な化学結合
型シリカゲルを充填剤として用いると、短鎖から長鎖の順
で溶出し、PFBA 等の短鎖化合物はピーク形状が悪く、

夾雑物質との分離も不十分である（図 7a）。一方、イオン
交換能をもつ分離カラムでは、溶出順番が逆転し、長鎖か
ら短鎖の順で溶出するため、ピーク形状と夾雑物質との分
離が改善される（図 7b）[30]。特に、異なった分離原理をも
つ 2 種類の分離カラムによるクロスチェックは測定質量イオ
ン強度比の確認と併用することで、これまでのシングルカ
ラム測定と比較して大幅な信頼性向上につながることが明
らかとなった。ISO 25101では、PFOS と PFOA のみを分
析対象としているため、化学結合型シリカゲルカラムを分
離カラムに使用している。一方、JIS 法も規定では PFOS
と PFOA のみを対象としているため、ISO 25101と同様に
化学結合型シリカゲルカラムを分離カラムとして規定してい
るが、付属書（参考）において、短鎖化合物を含む PFOS
と PFOA 以外の関連化学物質の測定も可能で、そのため
のカラムとして、化学結合型シリカゲル分離カラムとイオン
交換能をもつ分離カラムを併記し、解説の中で 2 種類の分
離カラムによるクロスチェックの重要性を説いている。

さらに重要な点は、検出感度が足りない場合、一般に試
料量を増やすのに対し、我々は逆に試料量を減らすことで
共存物による分析感度への影響（マトリックス効果）を低
減させ [12]、結果として測定感度を向上させたことである。
これにより、装置感度としては一世代前の機械であっても、
コンタミネーションを低く抑えることで定量下限値を向上で
きる。フッ素樹脂を多用している最新の測定装置の方が一
般に装置のシステムブランクが高いため、現状では PFOS
類の方法検出限界および精確さを決めているのは装置感度
ではなく、いかに厳密な QA/QC を行っているかである。
もともと、国内モニタリングの対象である一般河川・沿岸
水についてはそれほど高感度の分析法は不要であるが、
全球動態を理解するための外洋環境モニタリングでは高感
度性に加えて、高度に厳密な QA/QC が必須となる。ISO 
25101 はこれらの研究論文が骨子となっている。

4　開発した分析法の信頼性確保
ISO/TC147（水質）/SC2（物理的・化学的・生物的方法）

では、規格となる分析法について、標準操作手順書（SOP）
を用いて複数の試験室で精度管理試験（使用する分析法
が妥当かどうか判断するための試験）を行い、得られた妥
当性確認結果（performance data）を規格内に含めるこ
とが必須となっている。一方、過去の国内規格では分析法
の妥当性確認結果は必ずしも公表されていない。これに対
して、社会ニーズ対応型基準創成調査研究事業「環境保全
と産業競争力の強化に資する環境測定 JIS 体系の構築戦
略事業」では水質と大気測定に関わる旧来の JIS 体系見
直しの一環として、規格化された分析法の妥当性確認結果

試料調製

内標準物質添加

水試料

固相吸着剤法 (SPE：Solid Phase Extraction)

濃縮

i.e.) 25 mM 酢酸緩衝液 (pH4)
洗浄

i.e.) メタノール
　　0.1 %アンモニア/メタノール

溶出

試料通水

i.e.) 0.1 % アンモニア/メタノール
　　メタノール
　　水

前洗浄

図6　弱陰イオン交換カートリッジ（Oasis®WAX）を用いた固
相吸着剤法
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の記載が必須である ISO 規格との整合性の観点から、精
度管理試験による試験結果を記述する必要性が指摘され
ている。
4.1　ノニルフェノールに係わる精度管理試験

NP については、2008 年 7 月から 2008 年 9 月にかけて
ISO/TC147/SC2/WG17（フェノール類）で日本のプロジェ
クトリーダー主催のもと、水試料中 NP 異性体分析の精度
管理試験への参加を募集し、国内外17機関から応募があっ
た。試験結果について統計処理を行った後に、結果を取り
まとめて中間報告として各参加機関に通知し、同年 12 月
に ISO/DIS 24293（規格原案）の妥当性確認結果として
ISO/TC147/SC2/WG17 に報告書を提出した。同一の試
験室内における分析値のばらつきをみる室内再現精度変動
係数（CVr）は平均 10 %（最小値 4.4 % ～最大値 21.6 %）
で試料の種類、異性体組成の違いによる室内分析精度に
差は認められなかった。一方で、異なる試験室間において
測定する場合の分析値のばらつきをみる室間再現精度変動
係数（CVR）はおおむね 30 % 以下であったが、異性体によっ
ては 50 % を超えるものがみられた。特に NP 混合物中で
組成の小さい異性体（NP8 および NP12、図 5 参照）の
試験室間のばらつきが大きく室間再現性が悪い傾向にあっ
た。その原因として、同等の分離カラムを用いた場合でも
メーカーが異なる場合や、カラムの劣化等により、異性体

の分離に若干の差があることが報告されている。このよう
に NP 混合物を定量標準品として用いる本分析法では、一
部の異性体について若干のピーク分離能の差が定量値に
影響を与えることを避けられなかった [22]。

また、SS 量の差による分析精度への影響を確認するた
め、精度管理試験試料には、河川水（SS 量 13 mg/L）と、
SS を大量に含む下水処理施設の流入水（SS 量 140 mg/
L）を用いた。上述のように、一部の異性体（NP8 および
NP12、図 5 参照）について室間再現性が悪い傾向が見ら
れたが、その他の異性体についてはCVR 30 % 以内の良好
な結果が得られている [22]。

この分析法は、最終投票において 17ヵ国中 15 票の賛
成を得て 2009 年 7 月に ISO 24293:2009[1] として発行され
た。この分析法が ISO 規格として立案されたのは 2005 年
2 月である。当時は NP 個別異性体の標準品はほとんど市
販されていなかったが、ISO 24293 の確立により異性体分
析の必要性が世界的に認められた結果、今日では 13C ラベ
ル化体を含む複数の分岐異性体が試薬メーカーから販売さ
れている。このため、次期改訂の際には市販標準物質を用
いた信頼性の向上が期待できる。
4.2　PFOS/PFOAに係わる精度管理試験

この研究で実施した精度管理試験について説明する前
に、2005 年に初めて行われた PFOS/PFOA 関連物質に

b）マルチモード（逆相＋陰イオン交換）用カラム（JJ50 2Dカラム）を用いた分離例（長鎖から短鎖の順番で溶出）

a）化学結合型シリカゲル分析用カラム（Betasil C18）を用いた分離例（短鎖から長鎖の順番で溶出）
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図7　ペルフルオロアルキルカルボン酸のクロマトグラムの分離例
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関するインターラボラトリー試験について説明したい。イ
ンターラボラトリー試験では、参加者がそれぞれ選択した
インハウスメソッド（規格として確立していない方法）を用
いて行われる。精度管理試験とインターラボラトリー試験
との違いは、前者は分析法の評価を行うことが目的のた
め、共通の SOP を用いて試験を行うのに対し、後者は分
析値のばらつきや分析（事業）者の技術を評価することを
目的としているため、使用する分析法の指定がない点であ
る。2005 年のインターラボラトリー試験は、Netherlands 
Institute for Fisheries Research、Örebro University、
Water Services Corporation の 3 機関合同により企画・
運営され、PFOS 問題の初期から分析技術開発に取り組
んできた 37 の国際的研究機関が参加、日本からは 5 機関
（産総研、民間 2、大学 2）が参加した。この試験の結
果、CVR が 100 % を超える分析値のばらつきが認められ、
その原因としては純度の低い標準品の使用、試料容器によ
るコンタミネーション、測定機器の感度・検量線の差異によ
る誤差等が指摘され、インハウスメソッドから得られる分
析値の相互比較が困難であり、標準分析法規格化の必要
性が明らかになった [31]。当グループは、この試験において
世界で初めて炭素数 4 の PFBAの測定データを提供してい
る。

ISO 25101 の妥当性確認のための精度管理試験は、産
総研主催のもと 2006 年 11 月から 2007 年 2 月にかけて行
われ、9 ヶ国 23 機関が参加した。精度管理試験は分析法
の妥当性を確認するための試験であるため、参加者は指定
された ISO 25101の原案を SOPとして使用し、分析を行っ
た。試験試料として、河川水、海水、低濃度標準品添加
水、高濃度標準品添加水および標準品の分析が行われ、
実試料中濃度が PFOS について 2.6-470 ng/L、PFOA に
ついて 9.4-4400 ng/L の範囲で、それぞれの試料におい
てCVR が 27 % 以下の精度を得ることに成功している（図
8a）。排水試料についても同様に精度管理試験を行った
が、PFOS についてCVR が 40 % になり、ISO が妥当性

の目安として設けている 30 % よりもばらつきが大きくなっ
たことから、ISO 25101では排水試料を分析対象試料から
外すことになった。

ISO 25101 の制定により、国際規格を基礎とした国内
規格策定の原則や国内事業者からの国内規格の要望を受
け、JIS 規格化を行うため、産総研主催のもと 2 回精度管
理試験が行われた。2008 年 3 月から7 月に行われた第一
回試験では ISO 25101と同一の分析法を用いて水道水、
海水、河川水、低濃度標準品添加水、高濃度標準品添加
水および標準品について試験を行った。参加機関は 13 機
関であり、内 11 機関から提出された報告を基に試験結果
の解析を行った。ほとんどの試料において、PFOS/PFOA
およびこれら関連物質のCVR は 30 % 以内と良好な結果
が得られ（図 8b）、ISO 25101 が国内分析事業者において
も使用可能なことが明らかになったが、低濃度水試料試
験結果のばらつきや長鎖の化合物の低回収率等、いくつか
の検討点も認められた。2009 年 9 月から 2010 年 1 月にか
けて行われた第二回精度管理試験では JIS 規格化のため
に工業用水・工場排水を主な測定対象とした。参加機関は
30 機関であり、内 23 機関から提出された報告を基に試験
結果の解析を行った。この試験でも PFOS/PFOA につい
てはすべての試料で満足のいく結果（CVR<30 %）が得ら
れ（図 8c）、これは検量線作成用標準液も含めて、SOP を
整備することでインハウスメソッドの違いによる分析誤差が
抑えられたものと考えられる。

5　ISO規格を用いた国際的有害化学物質規制取り組み
へのフィードバック

これらの国際規格はどのように役立てられているのであ
ろうか。

まず ISO 24293 では、ノニルフェノール異性体別分析
の必要性が国際的に周知され、試薬メーカーで異性体別
標準品の販売が開始された。これにより、ドイツは ISO 
18857-1[9]（ノニルフェノールを含むアルキルフェノール類を

図8　 ISOおよびJIS精度管理試験におけるPFOSの河川水試料結果
注）m = 測定平均値、CVR = 室間再現精度変動係数
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液液抽出方法を用いて分析する方法で、ノニルフェノール
は総量測定）のパート2 となる ISO 18857-2[32]（ノニルフェ
ノールを含むアルキルフェノール類について固相抽出方法お
よび誘導体化法を用いて分析する方法）を規格化する際に
異性体別測定を加えた。

ISO 25101 については、国内半導体およびセットメー
カーである S 社から、2003 年より自社工場で使われてい
た PFOS について、使用薬剤中の PFOS 含有割合の調査
や周辺への環境負荷の評価を産総研に依頼された。このよ
うに、まだ規制についての動きがない中、S 社は他の企業
に先駆けて PFOS 問題対応を行い、2006 年時点でそれま
での PFOS 使用量や環境への負荷量等の情報の把握や代
替物質への移行等を行い、2008 年に行われた経済産業省
からの聞き取り調査等においても十分な安全性確保を達成
していた。一方で、2009 年まで PFOS 問題に対応してい
なかった企業は使用量の把握や代替物質への移行等、規
制へのカウントダウンをにらみつつ短期間での対応に苦慮
することになった。また、精度管理データのない民間分析
事業者の場合は、その報告値の信頼性に疑義が残る場合
もあるが、国際規格である ISO 25101 に準じた調査結果
は所管の要請にも受け入れられ易く、化審法の適用除外・
エッセンシャルユースの検討にも貢献している。

分析においては、測定値を決定するために正確に値付け
された標準物質が必要になる。これまでは試薬メーカーが
保証する値を使うしか選択の余地がなかったが、産総研計
量標準総合センター（NMIJ）において、ISO 25101 にふさ
わしい、国際単位系（SI）へのトレーサビリティが確保され
た認証標準物質（certified reference material：CRM）用語

6 を作製した。可能な限り国内外規格と標準物質の連携を
強化するため、PFOS については国際規格策定時から標
準物質開発を併行し、その結果、PFOS 関連 CRM に関
しては迅速な供給が実現した。CRM 開発に関して NMIJ
は、標準物質の生産に関する規格である、ISO Guide 
34[33] および ISO/IEC 17025[34] に適合したマネジメントシス
テムを運用しており、本CRMもこれにしたがって生産を行っ
ている。SI 単位へのトレーサビリティ確保には、一次標準
測定法用語 7[35] の適用が推奨されている。その一つである凝
固点降下法は、一般に有機標準物質の純度測定に利用さ
れている。ただし、今回確保した原料は精製操作が容易
な PFOS カリウム塩（K-PFOS）であったため、融点がと
ても高く（約 300 ℃）、これまでの NMIJ が培った凝固点
降下法 [36]-[39]（150 ℃程度以下）による純度測定では正確
な結果を得ることが困難であった。そこで、高温高圧耐用
の試料測定容器および高温の融解温度校正用の標準物質
を凝固点降下法に適用することで、測定の再現精度が向上

し、K-PFOS等の高融点物質のSI単位へのトレーサビリティ
を確保した純度決定が可能となった（図 9）。このため、こ
れまでの方法とこの方法との組み合わせにより、より多くの
有害物質の純度評価が期待できる [40]。一方、標準液の調
製は、質量比混合法（国家計量標準機関等に頻繁に用い
られている調製法の一つ [41]）を使用しており、標準液の濃
度は K-PFOS の希釈率と純度を乗じることで算出された。
この濃度（認証値）は、SI 単位へのトレーサビリティを確保
している。以上のように、認証値および不確かさ（表 1）
を決定した PFOS 標準液の開発を2009 年度に完了した [42]

（図 10）。これによりPFOS の POPs 条約追加（2010 年 8

注）相対標準不確かさ：標準偏差などで表される測定結果の
　　不確かさ（いわゆる標準不確かさ）を、測定結果で割っ
　　た相対量。

0.001 溶媒ブランク

0.066 安定性

0.474 均質性

0.515 標準液調製

0.059 純度評価

相対標準不確かさ (%)不確かさ要因

NIST SRMNIST SRM

mol/mol

示差走査熱量計

kg/kg

kg

JCSS校正済み分銅

天秤

電量式カールフィッシャー滴定装置

水分分析不純物濃度分析

NMIJ CRM 4220‐a

凝固点降下法による値付け

図9　ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液（NMIJ 
CRM 4220-a）に関するトレーサビリティ体系図（原料）
注）JCSS：校正事業者登録制度の略称、NIST SRM：米国国立標準
技術研究所製認証標準物質の略称

表1　ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液における
不確かさ要因
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月）とおよそ同時に、ISO 国際標準分析法（2009 年 3 月）
と世界初の CRM（2010 年）が使用可能になった。

一方で、規格化したことで間接的に発生する弊害として、
Oasis®WAX カートリッジの使用について指摘したい。ISO 
25101 による PFOS/PFOA 関連物質の分析は、分析法に
関する基礎的な知見や ISO 25101の基となる厳密な精度管
理条件を前提としており、それらが不十分な場合には、分
析値の信頼性・再現性の低下がみられることがある。SPE
として多用される Oasis®WAX カートリッジは、ISO 25101
および JIS K 0450-70 やその基本技術となった原著論文 [13]

に記載したように、低濃度試料について洗浄液として適切
な緩衝溶液を用いれば C2 から C18 までの多様な PFOS/
PFOA 関連物質について優れた結果が得られる。しかし、
ギ酸等を用いる簡易溶出法（PFOS 含有廃棄物ガイドライン
（2010）等に記載されている）を適用すると、マトリックス
により回収率が大きく変動することを我々は確認している。
このため、ギ酸を用いる場合には、溶出条件の最適化を
十分行わなければ信頼性は確保できない。Oasis®WAX
カートリッジと類似の性質を有する SPE カートリッジを用い
た場合、短鎖（PFBA）の回収率や再現性の低下が起きる
原因は同じである。さらに、最近の研究ではこの SPE カー
トリッジを海水分析に使用する場合には特に厳密な脱塩操
作・溶出条件管理が必要なことを確認している。高濃度試
料中の炭素鎖 8 の PFOS/PFOA の測定に限定すれば、む
しろ単純な C18 系あるいはポリマー系の SPE の方が、コ
ンタミネーションや PFOS/PFOA 以外の関連化合物の低
回収率などの問題はあるが、初心者には使い易い。なお、
ISO 25101 および JIS K 0450-70 には、Oasis®WAX カー
トリッジ以外にも使用可能な SPE カートリッジ例として、

C18 系 [23] やポリマー系 SPE（Oasis®HLB カートリッジ [26]

[28] など）について、それぞれ Annex（informative）およ
び附属書（参考）として記載されている。

現状では、ISO 25101 の基本概念である「固相抽出法
と液体クロマトグラフ/タンデム質量分析計を用いた PFOS
類分析技術」の信頼性をどのように確認するかという、最
も重要な QA/QC の本質が十分理解されていない例も多
い。ISO の問題点としては、JIS のように巻末に「解説」
がなく、その分析操作を行う理由や背景等の詳細な説明
が少ないことである。JIS では、妥当性確認結果だけでな
く、JIS 策定審議中に議論された事項、規定の理由や背景
を詳細に解説し、ユーザーが操作の一つ一つを十分理解
できるようにした。分析化学の基礎に立ち返り、高水準の
試験データを作成し、各国・各試験室間の試験データの
相互受け入れを可能とする同水準の試験データを得るため
の優良試験所基準（Good laboratory Practice：GLP）用語 8

を充実させることが必要である。

6　おわりに
近年、化審法が環境省・経済産業省・厚生労働省の 3

省管轄になり、POPs 条約検討委員会も同様の枠組みで進
められている。省庁間で適切な情報共有と領域横断的な国
際規格のサポートが実現できれば、日本の有する環境汚染
科学に関する貴重な知見・技術を元に多数の国際規格の
確立が環境分析分野で期待できる。これは狭い意味での
環境だけではなく、製品中に含まれる有害物質や越境汚
染、バーゼル条約等、有害化学物質問題の国際的解決を
可能にするための基礎でもあり、リスク・動態モデルや政
策策定には、これらの実測値の信頼性を客観的に確保す
ることが必要不可欠である。

また、日本がコンビナーとして最近確立した水質測定
に関する ISO 国際規格には、ここで述べた ISO 24293[1]

と ISO 25101[2]、加えて ISO 22719[43] の 3 件がある。さ
らに現在、海水の pH 測定法の国際規格化も進行中であ
り、これらはすべて地球汚染・温暖化等、現在の国際社
会の最重要課題の一つである地球環境問題に密接に関係
する国際規格であることは注目に値する。これは、ISO
の主目的である「国際規格を用いて国際問題を解決す
る」という概念を地球環境問題へ拡大し、国内産業・環
境政策と国際経済問題の解決へ向けて動き出した一例と
考えられる。今後、数多くの環境測定の国際規格化を省
庁の枠組みを超えて実現し、環境問題の解決策をいち早
く見いだすことにより国際的な貢献を行うことは、「環
境問題先進国」としての我が国の責務であると考える。
また、近年においては環境問題等の課題解決技術の先行

図10　ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標
準液（NMIJ CRM 4220-a）
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査読者との議論
議論1　全体評価
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）

この研究は、環境中の有害化学物質の分析技術に関する著者ら
の優れた研究成果をもとにして、国際共同作業をとおして国際規格
に結実させたものです。国際標準化を目指した明確なシナリオのもと
に、構成的・統合的に研究が行われたことがよく分かる記述になって
おり、シンセシオロジー誌の論文にふさわしいものです。

この論文では、著者らが研究と標準化を一体的に進めてきたこと

も注目されます。また国際規格が発行された後、この規格が社会の
多くの人たちから利用されていることも高く評価されます。

議論2　一般読者を意識した記述
コメント（小野 晃）

シンセシオロジー誌の研究論文は、特定の技術分野の専門家に読
んでもらうだけでなく、広く他分野の研究者・技術者にも読んでもら
うことを期待しています。今回の論文の趣旨は、幅広い読者に環境
分析における国際標準化の考え方と進め方の事例を紹介し、それら
を共有してもらうことと考えます。

そのような観点からしますと、分析化学を専門にしない人には分か
りづらい表現が散見されますので、文章表現の工夫をお願いします。

回答（谷保 佐知）
ご指摘のように、環境分析技術の専門外の研究者・技術者には、

分かりづらい専門用語や表現があり、理解の妨げとなっていました。
これら専門的な内容については、この研究で行った標準化プロセス
の理解を深められるよう、本文または「用語説明」において説明を
追加しました。

議論3　論文の構成（1）
コメント（小野 晃）

シンセシオロジー誌では以下のような論文の構成を要請しています
ので、ご検討をお願いします。
①	まず研究目標が「社会的な価値」にどのように結びついているか

を説明していただき、
②	次に研究目標を達成するための著者らの「研究シナリオ」を描い

ていただき、
③	さらに要素技術をどのように統合して研究目標を達成していった

かという、「構成（シンセシス）のプロセス」を記述していただきま
す。

なお、上記②の「研究シナリオ」を1 枚の図にまとめて全体を俯瞰
していただくと、読者にとって分かりやすいと思います。査読者がこ
の論文を読んで理解した範囲で「研究シナリオ」の図（案）を作って
みましたので、参考にしてください。

回答（谷保 佐知）
①	この論文の研究目標は「分析方法の標準化」です。したがって、産

総研の開発した技術シーズを用いてISO、JIS等、国内外標準規
格を確立した4件の事例の解説が主目的です。この研究で対象と
している化学物質は、研究を開始した当時、環境有害化学物質と
して認識され始めていたものの、信頼性が確保された分析法がな
く、適切な環境対策を行ううえで重要となる環境負荷量の把握が
困難でした。このような環境分析における分析法の規格化の必要
性と、各対象化合物の社会的背景について、1章および2章で具体
的に記載しました。また、環境分析にかかわるISOやJISの体系と、
今回の報告の位置付けについても記載し、よりこの研究の背景が
理解できるよう加筆しました。

②	標準化の達成にあたり、この研究では、通常の標準化に多い、「業
界のニーズ→分析法開発→精度管理→JIS化→ISO化」の流れと
異なり、「化学物質を管理するために必要となる環境挙動の解明
や環境負荷量の把握が出発点となり→分析法開発→精度管理
→業界ニーズ→JIS化」の流れで研究を進めてきました。ご提案い
ただいた図を参考に、この研究のシナリオとして図4を作成しまし
た。

③	ISO化やJIS化の過程において議論になった課題点や、それに対し
てどのような対処を行ったか分かるように、詳細に記載しました。
また、これに対応して、どの点を規格のNormative（準拠すべき規
範的）な事項とInformative（参考にすべき情報提供的）な事項と
して対応したのかについて記載しました。
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議論4　論文の構成（2）
コメント（田尾 博明：産業技術総合研究所環境管理技術研究部門）

論文の構成ですが、緒言、分析法開発、標準化、化学物質管理
への貢献、結言となっていますが、環境挙動の解明の部分が抜けて
います。今回、標準化が成功したことの理由として、環境挙動解明
に関して論文を発表し、国際的に優れた研究をしてきたと評価されて
きたことが挙げられると思いますので、環境挙動の解明に関する章を
設けたほうがよいと思います。

回答（谷保 佐知）
第 2 章の「国際的有害化学物質規制に対応した環境分析技術の必

要性とその標準化」の中で、研究要素やシナリオを説明する過程で、
環境挙動の解明について大幅に加筆し、環境挙動解明においてこの
研究で達成した成果について説明しました。

議論5　標準化の必要性
コメント（田尾 博明）

各化合物（例えばノニルフェノール）の化学式、物性、用途、どの
ような環境問題を起こしているかを説明し、この問題解決に既存の
標準法では対応できない理由、今回の標準化提案を行った理由を記
述すると、理解しやすくなると思います。

回答（谷保 佐知）
環境分析技術の必要性を説明するうえで重要となる、各化合物の

用途、環境問題や環境動態についての背景情報を追記し、「標準化」
の経緯をより理解していただけるように修正しました。

議論6　規格の内容
コメント（小野 晃）

この論文では国際規格を作成したことが述べられていますが、
規格の内容が詳細には述べられていません。国際規格の中で、
「Normative な事項」には何を選択したのか、「Informative な事項」
には何を選択したのかを記載してください。そしてその選択の理由や
背景も記載してください。

回答（谷保 佐知）
議論 3 のコメント③への対応と合わせて、規格の内容と制定の経

緯や背景を記載しました。

議論7　標準化の必要性と標準化プロセス
コメント（田尾 博明）

国際標準化において、基準認証研究開発事業が果たした役割を説
明すると、今後、同制度を利用して標準化を目指す人の参考になりま
す。また、今回は ISO 化が先行し、後からJIS 化していますが、そ
の経緯と問題点を説明すると、通常とは逆のプロセスで標準化を実
施する人の参考になると思います。

回答（谷保 佐知）
基準認証研究開発事業で行った内容について追記しました。また

ご指摘のとおり、この研究では、ISO 化が JIS 化よりも先にスタート
したため、また、ノニルフェノールの ISO 化ではすでにドイツが類似
の分析方法の規格の策定中であったことから、幹事国との事前調整
等が必要でした。これらの調整についても、規格化において重要な
過程ですので、その経緯について加筆しました。また、ISO 化や JIS
化の過程において議論になった課題点やどのような対処を行ったか分
かるように記載しました。

議論8　標準化に対する公的研究機関と民間企業の関係（1）
質問（小野 晃）

環境分野ではありがちと思われますが、ある種の規格の作成に対
して、関係する民間企業（あるいは関連業界団体）の関心が高くな

いという現実があります。査読者は、民間企業が関心をもたない分野
（あるいは、もてない分野）では公的研究機関が率先して積極的に
動くべきであり、国民が公的研究機関に期待しているのはその点だと
考えます。このような公的研究機関の役割を踏まえたうえで、環境分
野の規格作成における公的研究機関と民間企業との関係に関して、
著者の見解はいかがでしょうか。

回答（谷保 佐知）
地球環境問題に密接に関係する環境分野の標準化では、産業界

からの支援が得られにくいこともあり、ご指摘のように公的研究機関
が果たすべき役割は大きいと筆者らも考え、この観点から標準化活
動を行ってきました。一方で、環境問題等の課題について、いち早く
解決技術を見出すことは、産業競争力の強化に繋がるとも考えていま
す。したがって、環境保全の観点だけでなく、産業界の発展に貢献
するためにも、今後は産業界とより緊密に連携して標準化を進めてい
くことが重要と考えています。

議論9　標準化に対する公的研究機関と民間企業の関係（2）
コメント（田尾 博明）

産業界の支援が得られにくい原因の一つは、環境分析法の開発に
よって新たな環境汚染防止対策を求められる、すなわち産業界にとっ
て負担増となることだと思います。しかし、最近では、環境問題の解
決策をいち早く見出すことが産業競争力の維持にとって重要となって
います。この課題解決技術の先行取得による産業競争力強化のため
の標準化は、環境分析法の標準化に産業界からの支援を得るための
希望となると思います。この点についても記述するとよいのではない
でしょうか。

回答（谷保 佐知）
ご指摘のように、規格化により新たな対策の採用というイメージか

ら業界団体からの支援が得られにくい状況にありました。しかし、社
会的に大きな問題となる前に、早急に対策を施すことが、環境問題
の解決策をいち早く見出すことになり、長期的には産業競争力の強化
や産業の健全な育成に繋がるため、今後、産業界と連携した標準化
が重要であることを記述しました。

議論1０　規格作成の効果
コメント（小野 晃）

5 章の冒頭にある、「これらの国際規格はどのように役立てられて
いるのであろうか」という問題設定は重要と思います。規格は作るこ
と自体が目的ではなく、どう使われるかが重要だからです。

この規格が成立し、国際社会で使われるようになって以後、社会
の何がどう変わったのか、その効果は当初狙っていたものと比べてど
うだったかを検証することは重要です。規格発行後に実際の効果が
どうであったかに言及していただきたいと思います。

回答（谷保 佐知）
ノニルフェノールの規格は、現時点でドイツ提案により2 件、日本

提案より1 件の ISO 規格が制定されていますが、ドイツ提案の最初
の規格（ISO 18857-1）では総量測定で、ノニルフェノールの各異性
体の測定は記載されていませんでした。しかし、日本提案の規格（ISO 
24293）において、異性体別分析の必要性が国際的に広く認識された
ことから、試薬メーカーで異性体別標準品の販売が開始されました。
ドイツ提案のパート2 の規格（ISO 18857-2）では、当初パート1と
同様に総量測定が想定されていましたが、異性体別標準品が利用可
能になったこと、また異性体別分析の重要性から、異性体別測定が
加わることになり、より詳細なリスク評価を可能にする分析法になり
ました。また、近年 PFOS/PFOA の依頼分析を受託するほとんどの
民間分析事業者は、ISO 25101 や JIS K0450-70-10 に準じた分析を
提供しており、質が高く、相互比較が可能なデータの提供を可能にし
ている等、この規格により一定の成果を挙げられたと思います。
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シンセシオロジー　編集方針

編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）

編集委員会より：編集方針
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　シンセシオロジー　投稿規定

1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。なお、原稿の受付後、
編集委員会の判断により査読者と著者とで、査読票の交換
とは別に、直接面談（電話を含む）で意見交換を行う場
合がある。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は
研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約
はなくても良い。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロ
ジーに掲載された記事に対する意見や感想また読者への有
益な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。
論説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員
会で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。

3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出
しである「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が
1.1.1、1.1.2、1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）を提出する。原則は、白黒印刷とする。

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
改正　2010 年  8 月 5 日
改正　2012 年  2 月 16 日
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編集委員会より：投稿規定

3.3.5 写真については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）で提出する。原則は白黒印刷とする。 
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
トも含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
E-mail：
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Synthesiology　Message

MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5
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Synthesiology　Editorial Policy Synthesiology　Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well. 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.

Editorial Policy
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Synthesiology　Instructions for Authors

Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009
Revised August 5, 2010

Revised February 16, 2012

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board. After receiving the manuscript, if 
the editorial board judges it necessary, the reviewers 
may give an interview to the author(s) in person or by 
phone to clarify points in addition to the exchange of 
the reviewers’reports.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
( ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout the 
world approximately four months after the original 
Synthesiology issue is published. Articles written 
in English will be published in English in both the 
original Synthesiology as well as the English edition. 
Authors who write articles for Synthesiology in 
Japanese will be asked to provide English translations 
for the English edition of the journal within 2 months 
after the original edition is published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” will 
be reviewed by the Editorial Board prior to being 

approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
are included.
3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
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Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: 

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, image files (resolution 350 dpi or 
higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.5 For photographs, image files (resolution 350 dpi 
or higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 

Instructions for Authors
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5巻2号
研究論文
サンゴ骨格分析による過去の気候変遷の復元
−生体鉱物を用いた地球化学的手法による地球環境研究−
Development of methane hydrate production method
−A large-scale laboratory reactor for methane hydrate production tests−
鉄鋼厚板製造プロセスにおける一貫最適化に向けて
−生産管理に関するマルチスケール階層モデルの提案−

災害救助支援のための情報共有プラットフォーム
−データ仲介による情報システム連携−
ロボット技術を用いたスピニング加工（へら絞り）
−手作りの現場密着型ものづくり−
座談会
科学技術政策と構成学、その具体化と価値への“つながり”

シンセシオロジー　総目次

5巻1号
研究論文
高品質なプロジェクトマネジメントを実現するトレーサビリティ・マトリックスの構築
−プロセス中心から情報中心のプロジェクトマネジメントへの変革に向けた基礎理論の提案−

モノピボット遠心血液ポンプの実用化開発
−製品につながる医工連携とは−
マグネシウムおよびその合金中の不純物酸素分析手法
−研究開発と併行した国際標準化への取り組み−
Synthesiology論文における構成方法の分析
−研究の成果を社会につなげるための構成学的方法論をめざして−

家庭用固体高分子形燃料電池の実用的耐久性確保のための技術開発
−固体高分子形燃料電池の劣化加速試験法のための劣化要因解明−

報告
研究・技術計画学会構成学ワークショップ
−シンセシオロジー（構成学）：知の統合からイノベーションへ−

Synthesiology　5巻総目次（2012）
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総目次

5巻4号
研究論文
マンモグラフィの安全を支える線量計測
−マンモグラフィ用X線の線量標準の確立と標準供給体制の構築−
西暦 869 年貞観津波の復元と東北地方太平洋沖地震の教訓
−古地震研究の重要性と研究成果の社会への周知の課題−
固体酸化物形燃料電池（SOFC）単セル/スタックの発電性能試験方法の規格化における不確かさ評価
−SOFCの普及に向けた試験方法の規格化と測定結果の信頼性担保−

調光ミラーガラスの開発
−実用化のための研究戦略−
有害化学物質の環境分析法の標準化
−最先端の分析技術を用いた国際的化学物質管理への貢献−

5巻3号
研究論文
地球観測データの統合的利用のための国際連携
−全球地球観測システムの共通基盤の標準化−
圧電体薄膜を用いた圧力センサーの開発
−量産車用燃焼圧センサーへの応用−
新機能性ゲル材料と試薬化
−機能性ソフトマテリアルの新展開−
観光地の集客施策に対する効果測定の試み
−オープンサービスフィールドにおける行動調査技術−
糖鎖研究のための基盤ツール開発およびその応用と実用化
−過去10年間の産総研糖鎖医工学研究センターの研究戦略−
座談会
価値の創造とシンセシス
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編集後記

Synthesiology5巻 4号をお届けします。本号には、研究論文
を5報掲載しました。そのうち1報は地震・津波に関する論文、
2報は燃料電池および有害化学物質と対象は違いますが、国際
標準化に係わる論文、1報は計量標準の開発に係わる論文、そ
して1報は新しい材料開発に関する論文です。いずれの論文も、
技術の波及する社会的価値を明確に設定した上で研究開発に取
り組んできた成果を、本誌の特色とする構成的なアプローチ法
に主眼をおいて書かれています。読者の皆様に読み応えのある
論文として、ご満足頂けるものと考えています。

その中でも西暦869年に起こった貞観津波を題材とする巨大
津波に係わる論文（著者：岡村行信氏）は、東日本大震災を契機
として大きな社会的課題となった、災害予測・防災の観点から
大きな問題提起を行っています。論文の副題にもなっている“研
究成果の社会への周知”という課題です。貞観津波の規模につ
いて、「2010年春に産総研から地震本部に研究成果が提出」さ
れましたが、「地震本部で約1年をかけて日本海溝全体の地震に
ついて評価の見直しが行われていた」時に東日本大震災が発生
したため、「石巻平野、仙台平野、福島県沿岸に巨大津波が来
襲する可能性があること」を伝えられなかった事を記述していま

す（「」内は、論文本文からの引用箇所）。研究開発サイドが自信
を持つ研究成果であっても、言わばピアレビューの観点で客観
的に評価されない限り、科学的成果とは認められない（従って社
会的公表を控える）のがこれまでの基本的な常識です。一方で、

“社会の中で、社会のために”が21世紀の科学技術の研究開発
の目標の一つと認識されている事を踏まえれば、社会的な波及
効果が大きい研究成果ほど、迅速な公表に務める必要性も理
解できます。東日本大震災後の、特に地震・津波に関するマス
コミ報道が頻繁に目につくのも、その迅速性の観点で研究開発
サイドが積極的に動いていることの現れかもしれません。客観
的・徹底的な研究成果の検証と、迅速な研究成果の公表・周
知は、互いに矛盾する側面を持ちますが、オープンイノベーショ
ンのハブとして、技術の社会実証までを視野に入れる産総研に
とって、同時に克服しなければならない大きな命題と言えます。
Synthesiology誌においても、この問題を取り上げて考えて行き
たいと考えていますので、ご意見をお寄せ下さい。併せて、引き
続きのご支援をよろしくお願い申し上げます。

（編集委員長　一村 信吾）
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